
（単位：百万円）

整理
番号

施策名
施策の概要・必要性

（施策の目的、効果等）
２１年度当初

予算額
２２年度
要求額

要求額の内訳 資源配分方針の反映状況 担当局課

7
ポストドクター等の参画による研究
支援体制の強化

【概要】
　特色ある優れた研究活動を展開す
る大学等において、研究現場に精通
したポストドクター等をリサーチ・アド
ミニストレーターや高度技術専門人
材として雇用・育成する取組を支援
することにより、大学等における研究
マネジメント体制や技術支援体制の
強化を図る。
　平成22年度は15機関を採択。平成
22年度から平成26年度までの５年間
で全国50機関程度の採択を目指
す。

【必要性】
　本来研究推進・技術支援人材が行
うべき業務に研究者が忙殺されてい
る現状を改善するとともに、支援人
材と研究者との役割分担や支援人
材のキャリアパスの明確化及び多様
化を促すことは、我が国の研究開発
体制の高度化ならびに研究環境の
改善を図る上で必要である。

953

○Ｒ＆Ｄアドミニストレーション体
制の整備：377百万円
【主な内訳】
　・リサーチ・アドミニストレーター
の人件費：225百万円
　・活動経費：150百万円　　　等

○組織横断型研究・技術支援体
制の整備：576百万円
【主な内訳】
　・高度技術専門人材の人件
費：450百万円
　・活動経費：113百万円　　　等

科学技術人材の育成強化を推進する
資源配分方針を受けて、新規要求し
た。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

9
感染症研究国際ネットワーク推進プ
ログラム

【概要】
　平成17～21年度の第１期事業で整
備したアジア・アフリカ８か国12か所
の海外研究拠点を活用し、海外で新
たな感染症等が発生した場合にいち
早く情報を入手するとともに、我が国
の感染症対策に資する研究開発、
基礎的知見の集積、人材育成等を
図る。また、国内外関係機関との連
携を強化する。

【必要性】
　新型インフルエンザの発生等、国
際的に新興・再興感染症に対する社
会不安が増大している。他方、感染
症分野の研究人材層が薄いことや、
感染症が発生しうる地域に設備・人
材を配備し、技術の維持、知見の集
積を行っていなければ、緊急事態に
素早く対応することが困難であること
などから、本事業を積極的に推進す
ることが必要。

2,100

○海外研究拠点における研究
活動の維持（8か国12か所）：
1,656百万円
○インフルエンザに関する拠点
横断型共同研究コンソーシアム
の形成：100百万円
○感染症研究推進センター（仮
称）経費：300百万円
○その他事務費等：44百万円

「人の命を大切にする健康長寿社会の
実現」や「科学技術外交の推進」を重点
的に推進すべき課題に掲げる資源配分
方針を受けて、第１期（平成17～21年
度）の後継事業として新規要求した。

研究振興局
研究振興戦
略官付

文部科学省平成２２年度科学技術関係予算要求施策一覧

◇総理指示である「大学や研究機関の教育力・研究力を強化し、科学技術の力で世界をリードする」に従い、我が国の科学技術力の強化に資する施策を展開
◇その際、「コンクリートから人へ」との理念に沿って、知的財産（ソフト）と人材（ヒューマン）への効果的な投資に厳選
◇一方で、研究現場での混乱を避けるよう配慮しつつ、既存事業をゼロベースで徹底的に見直し
との基本方針の下、資源配分の方針を受けたメリハリのある要求を実施。

具体的には、科学技術関係予算の要求額を前年度＋０．６％に抑制（政府全体では＋３．５％の要求。また、文部科学省の前年度実績（Ｈ２１当初予算とＨ２０当初予算の比較）は＋１．０％）する中
で、
◇最重要政策課題である「環境と経済が両立する社会を目指すイノベーションの推進」及び最重要政策課題等のための基盤的課題である基礎研究や科学技術人材の育成強化等へ積極的に対応
するため、
　・グリーンイノベーション創出のための研究開発に前年度比８９億円の大幅増となる１２５億円
　・成長の源泉となる「基礎科学力」の強化に前年度比１３８億円増の３，０７６億円
　・将来を支える科学技術人材の育成・確保に前年度比５０億円増の４４８億円
　・国立大学法人等における教育研究基盤の整備に１０億円増の４５１億円
等をそれぞれ増額要求するとともに、
◇重点的に推進すべき課題である「人の命を大切にする健康長寿社会の実現」「地域科学技術施策の推進」「社会還元加速プロジェクトの推進」「革新的技術の推進」「科学技術外交の推進」に対応
するため、健康長寿社会実現に向けた研究の推進、産学官連携・地域科学技術の振興、大型国家プロジェクトの推進、科学技術外交の戦略的推進等に必要な予算に重点化を図った。

○府省としての資源配分方針を踏まえた科学技術関係予算概算要求の基本的考え方

○新規施策

2,000

○１領域あたりの予算規模：最
大500百万円
　・うち間接経費：最大105百万
円
○採択予定領域数：4程度
○その他事務経費等：180百万
円

資源配分方針に「我が国の国力の源泉
である科学技術が将来にわたって発展
していくためには、絶え間ないシーズが
発掘されるよう基礎研究を強化する」と
記載されており、新規要求。

研究振興局
基礎基盤研
究課

6
戦略的基礎科学研究強化プログラ
ム（仮称）

【概要】
　我が国の基礎科学力の強化を通
じ、継続的に画期的なイノベーション
を創出するため、優れた目利きによ
り、傑出した成果を出しうる潜在能力
を持つ研究者を厳選。長期間（最長
10年）にわたってじっくりと考え継続
的に研究できる環境を提供し、大き
なイノベーションにつながる世界的な
基礎研究成果の創出を図る。
○研究スキーム
・国内外のノーベル賞級研究者を含
む有識者委員会で研究者を選定
・マネージメント経験を備えた研究者
を想定。研究の進め方、体制等は、
研究者の考え方や経験値等により
柔軟に設定
・研究開始後５年目に発展性評価を
実施し、研究継続を判断

【必要性】
　基礎科学は、イノベーションにより
新たな価値や技術を創造し、社会経
済の発展の源泉として大きな役割を
果たすもの。例えばiPS細胞の樹立
においても研究開始から10年以上の
年月を要するなど、専門性が高く、
検証に長い年月を要することから成
果が直ちに見えにくい、という特徴が
ある。
　平成21年８月の基礎科学力強化委
員会の提言においても、我が国の基
礎科学力の強化を通じた継続的・画
期的なイノベーション創出に資する
ため、長期間にわたりじっくりと考え
継続的に研究できる環境を提供する
ことの必要性が謳われている。



9-1
分子イメージング研究戦略推進プロ
グラム

【概要】
　生体内の分子の動きを可視化する
「分子イメージング技術」の更なる高
度化を図るとともに、がん・認知症等
に関する創薬プロセスの革新やより
早期の疾患診断を実用化するため
の研究を行う。

【必要性】
平成17～21年度の第１期事業の成
果として、研究拠点が整備されるとと
もに、様々な優れた要素技術等が開
発された。今後、特にがんや認知症
など、国民のニーズの高い分野にお
いて、分子イメージング技術が医薬
品の開発や診断に活用できることを
実証し、実用化につなげていく必要
がある。

700

○難治がん等の診断・治療への
活用：381百万円
○認知症の診断・治療への活
用：150百万円
○再生医療・遺伝子治療への活
用：150百万円
○その他事務費等：19百万円

「人の命を大切にする健康長寿社会の
実現」を重点的に推進すべき課題に掲
げる資源配分方針を受けて、第１期（平
成17～21年度）の後継事業として新規
要求した。

研究振興局
研究振興戦
略官付

26
次世代スーパーコンピュータ戦略プ
ログラム準備研究

【概要】
次世代スパコンの有する性能を最大
限活用し、重点的・戦略的に取り組
むべき研究分野において画期的な
成果を創出し、計算科学技術の飛躍
的な発展を図ることを目的に、選定
された機関（戦略機関）が下記取組
を実施する。
○ 社会的・学術的に大きなブレーク
スルーが期待できる分野（戦略分
野）において達成すべき目標（戦略
目標）を定め、当該目標に沿った研
究開発を推進する
○ 各戦略分野において、我が国の
計算科学技術推進体制の構築に向
けた取組を行う

なお、平成２２年度は次世代スパコ
ン稼働後、速やかに次世代スパコン
の性能を発揮させるため、２１年度
のＦＳ（実行可能性調査）の結果を踏
まえ、戦略プログラムに必要なアプリ
ケーションの開発・整備、計算科学
技術推進体制構築のために必要な
人材の確保、関係機関との協力体
制の整備を行い、平成２３年度から
の戦略プログラム本格実施の円滑
な移行につなげる。
　
【必要性】
計算科学技術は計算機上に対象と
なる現象を仮想的に再現すること
で、予測、解析、可視化等を可能に
し、実験や観測あるいは理論的解析
が困難な現象の解明、産業における
製品開発の効率化などに大きく貢献
するため、科学技術の発展や我が
国の国際競争力の向上のために極
めて重要である。次世代スパコン施
設を中核として、我が国の研究開発
そのものに革新をもたらすシミュレー
ションへの取組と我が国の計算科学
技術に関する研究ポテンシャルの結
集を関係機関の強力な連携の下実
現することは、我が国の計算科学技
術の強力な推進に極めて重要であ
り、実施する必要がある。（当プログ
ラムは科学技術・学術審議会下の次
世代スーパーコンピュータ作業部会
における、次世スーパーコンピュータ
の利活用の基本的な方針（提言）を
具体化したもの）

750

実施予定機関数：５機関
１機関あたりの金額：150百万円
【主な内容】
　研究者、ポスドク人件費
　メーカー委託費
　情報基盤センター使用料　　等

当プログラムにおける戦略分野
　・予測する生命科学・医療および創薬
　　基盤
　・新物質・エネルギー創成
　・防災・減災に資する地球変動予測
　・次世代ものづくり
　・物質と宇宙の起源と構造
の課題は、資源配分方針の「グリーンイ
ノベーションの推進」、「基礎研究の推
進」、「科学技術の振興のための基盤の
強化」、「革新的技術の推進」、「人材育
成」に寄与することが想定される。
また、戦略機関による計算科学技術推
進体制の構築により計算科学技術分野
の人材がさらに育成されることも期待さ
れる。

研究振興局
情報課



40 気候変動適応戦略イニシアチブ

【概要】
　今後気候変動（地球温暖化）に伴
い、ヒートアイランド現象や異常気象
の増加、水災害等による被害が拡大
する可能性が非常に高い。そのた
め、各地域において実際に起きるこ
とが予想される問題に対して、文部
科学省の有する気候変動予測技術
や情報基盤技術等を活用することに
より、科学的な知見に基づいた効果
的・効率的な適応に資する研究開発
を実施する。

【必要性】
　IPCC（気候変動に関する政府間パ
ネル）の第４次評価報告書におい
て、「最も厳しい緩和努力をもってし
ても、今後数十年間の気候変動の
更なる影響を回避することができな
いため、適応は、特に至近の影響へ
の対処において不可欠となる。」と指
摘されており、気候変動適応型社会
の構築を目指した研究開発の推進
が必要である。

776※

※「データ統
合・解析システ
ム」として実施

2,440

○適応課題研究：1,500百万円
　・１課題あたりの金額：30～50
百万円
　・採択予定課題数：40程度
○データ解析・情報提供基盤技
術研究：940百万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、新規要求した。

研究開発局
海洋地球課
地球・環境科
学技術推進
室

【概要】
　地球温暖化問題に対応するため、
文部科学省においては、「文部科学
省低炭素社会づくり研究開発戦略」
（以下、「低炭素研究戦略」という。）
を策定した。本研究が低炭素研究戦
略におけるシンクタンク機能を果た
すことにより、持続的発展を伴う低炭
素社会の実現のため、中長期的な
観点で緩和技術及び適応技術に関
して、研究開発と社会シナリオ研究
が連携した総合的な取組を推進す
る。
　具体的手順は以下の通り行うこと
とする。
１）既存の社会シナリオ・分析結果に
おいて想定されていない地球温暖化
対策技術の新たな組み合わせの検
討、新規有望技術の抽出
２）技術の新たな組み合わせの社会
導入のタイミング及び普及方策、社
会導入にあたっての課題の検討
３）技術の新たな組み合わせの社会
導入に伴う以下の定量的分析
　①ＣＯ２削減効果
　②我が国の社会・経済活動（社会
構造・生活様式・産業構造等）への
影響
　③社会構造・生活様式・産業構造
等の変化に伴うエネルギー需給の
関係
４）分析結果等を踏まえた重点的に
研究開発すべき技術課題の検討等
の実施
　その際、低炭素研究戦略の他の戦
略による研究開発と相互に成果・情
報等のフィードバックを行うこととす
る。

　本研究は平成２２年度より１０年程
度で行い、科学技術に立脚した社会
全体のシステム改革の方向性や、そ
の実現に向けた各種技術の社会へ
の導入・普及のプロセス等を、随時
提供することとして、平成２４年度ま
でには試行的分析を行い公表する。
平成２２年度は、①本研究の実施方
法の詳細設計、②地球温暖化対策
技術の研究開発や最新の社会情勢
等の動向の調査・整理、③地球温暖
化対策技術の新たな組み合わせの
検討、新規有望技術・研究課題の抽
出、等を行う。

【必要性】
持続的発展を伴う低炭素社会の実
現に向けて、
　○革新技術の開発及び普及が不
可欠
　○技術の導入による社会の変化や
その導入プロセスも見据えた研究開
発の推進が必要
　○実現に向けたプロセス（道筋）の
詳細分析が重要
であり、緩和技術や適応技術に関し
て、研究開発とシナリオ研究が連携
した総合的な取組を行うことが必要
である。

・人件費：120百万円
（人文・社会科学と自然科学の
研究者の参画する研究チーム
（約20人）のための人件費）

・活動・調査経費等：180百万円
（上記研究チームの活動・調査
経費等）

300
科学技術・学
術政策局調
査調整課

低炭素社会実現のための社会シナ
リオ研究

39
グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて新規要求した。



91 超小型衛星研究開発事業

【概要】
平成21年度補正予算に引き続き、
「宇宙基本計画」（平成21年6月、宇
宙開発戦略本部決定）等を踏まえ、
地球観測システム構築への取組を
強化するため、大学等における自由
な発想や創造力、宇宙機関で培わ
れてきた基盤技術、中小企業・ベン
チャー企業等の優れた技術を結集し
て、世界最先端の超小型衛星システ
ムの研究開発を推進する。
平成22年度は2件程度の研究開発
計画の選定を予定している。

【必要性】
地球観測システムを構築するのは、
地球規模課題への対応の一環とし
て取り組む重要な国の責務である。
このため、超小型衛星による画期的
な地球観測システムを構築し、また、
宇宙利用の裾野を広げていくため、
技術を確立・蓄積していくことが必
要。

1,000

新規公募分：600百万円
・超小型衛星システム（1件）：
400百万円
・サブシステム（1件）：200百万円
既存計画の確実性向上：400百
万円

採択予定課題数：2件

地球観測システム構築への取組を強化
するものとしてグリーンイノベーションを
推進する資源配分方針も踏まえて、新
規要求した。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

102 実践型研究リーダー養成事業

【概要】
　博士人材について、研究開発のリー
ダーに求められる素養・能力である
リーダーシップ力、チームワーク力、マ
ネジメント力、コミュニケーション力など
の実践力を身に付けられるよう、大学
と企業が密接に連携して、「課題解決
型のチーム演習」を核とした体系化さ
れた演習モデルを開発する取組を支
援する。

【必要性】
　知識基盤社会において、産業界にお
けるイノベーション創出は、学術界と
の協働がますます重要となりつつあ
る。このため、全体を俯瞰でき、知識を
融合してチーム力を最大限に引き出
せる研究開発リーダーが求められて
いる。このようなリーダーの養成には、
産・学が密接に連携する必要がある
が、従来型のインターンシップのよう
に、学生個人が単独で企業の職場体
験を行うだけでは十分な経験が得ら
れない。このため、企業の提示する実
践的な課題をもとに、大学教員の参画
も得つつ、博士課程学生をリーダーと
して、チームで取り組む演習を核とし
た体系化された演習モデルを開発す
る必要がある。

200

○１課題あたりの金額：24.4百万
円
　・うち間接経費：2百万円
○採択予定課題数：8
○その他事務経費：5百万円

科学技術人材の育成強化を推進する
資源配分方針を受けて、新規要求し
た。

科学技術・学
術政策局
基盤政策課

3,500

○１技術あたりの予算規模：600
百万円程度
　・うち間接経費：129百万円程
度
○採択予定技術数：6程度
○その他事務経費等：146百万
円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針、特に、「新たな科学的・技術
的知見の「発掘」と「統合」によるブレー
クスルー技術が必要」との記述を受け
て、新規要求した。

研究振興局
基礎基盤研
究課

62 先端的低炭素化技術開発

【概要】
　CO2排出量の削減を中長期にわ
たって継続的かつ着実に進めていく
ため、大学等の先端的な研究成果を
踏まえ、今後の重点的な投資により
１０年程度で実用化が見込め、その
後の技術の普及によってCO2の削
減に大きく結びつく先端的な緩和技
術の研究開発を推進する。
　事業の実施にあたっては、
①新たな科学的・技術的知見の発掘
と統合により、CO2削減にブレークス
ルーが期待できる先端的な環境技
術について、研究提案を公募。
②研究開始後、民間企業等（当該技
術を実用化・製品化する主体）、自治
体等（当該技術を利用・普及する主
体）の参画を得て、社会での利用実
現のための取組も同時に実施。

【必要性】
　CO2等排出量の削減（2020年まで
に25％減（1990年比）、2050年までに
60％超減（同前））を達成するために
は、環境エネルギー技術革新計画に
記載されているように、中長期的に
抜本的な削減を可能とする先端的な
技術の開発と、技術の社会への普
及が必要。
　本事業を通じ、10年程度の重点的
な投資により、実用化を見込め、そ
の後の技術の普及により大きな削減
効果が期待できる技術を対象に研
究を実施する必要がある。



105
アジア等における高度産業人材育成
拠点支援事業

【概要】
　第２回日中韓サミット（平成21年10
月10日）において、三国の大学間交
流の促進が合意されたことを踏ま
え、アジア地域等からの外国人学生
を受け入れ、産業界と連携して、アジ
アで急速な成長が期待される先端技
術分野等で実践的な教育を提供す
る取組を重点的に支援する（分野
例：エネルギー、環境、災害救援、感
染症対策、ＩＴ、バイオ、ナノテク
等）。

【必要性】
　アジア諸国との信頼・協力関係を
強化するため、大学間交流を促進
し、アジア等の成長の担い手となる
高度かつ実践的な人材育成を図ると
ともに、我が国の先端技術分野にお
ける技術者の質的・量的不足を解消
することが必要。このため、高度産
業人材の育成拠点を形成し、アジア
等の持続的成長に貢献するととも
に、優秀な修了者の雇用により我が
国経済の国際競争力の強化を図る
必要がある。

1,000
○１課題あたりの金額：100百万
円
○採択予定課題数：10程度

「国際競争を勝ち抜ける高度産業人材
育成を強化する」を踏まえ、新規要求し
た。

高等教育局
専門教育課

111
産学イノベーション加速事業（うち、
産学共創基礎基盤研究）

【概要】
　産学連携の領域を基礎研究領域
まで拡大し、産学の対話の下、大学
等が産業界に貢献するテーマに沿っ
て基礎研究に取り組むことにより、産
業競争力の強化及び大学等の基礎
研究の活性化を図る。

【必要性】
　我が国においては、個別の大学等
と企業とが協働した取組は着実に活
性化してきているものの、継続的な
イノベーションの創出に向けて産学
が中長期的な観点から研究戦略を
策定し、それぞれの役割を尊重して
大学での基礎研究と企業での研究
開発を共創的に推進していく取組が
十分なされていない。そのため、本
事業を実施し、産業分野の重要課題
ごとに、産学官が協働してそれぞれ
の役割・得意分野を活かして研究・
開発を行い、「知」を創造する場（プ
ラットフォーム）を構築することが必
要である。

400

○１技術課題あたりの金額：400
百万円程度（初年度は半年分）
　・うち間接経費：92百万円程度
（初年度は半年分）
○採択予定技術課題数：2程度
（１技術課題あたり10機関程度
の大学等が参加）

「革新的技術の推進」を重点的に推進
すべき課題に掲げる資源配分方針を受
けて、新規要求した。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

120
産学官民連携による地域イノベー
ションクラスター創成事業（仮称）

【概要】
環境調和型の社会や健康長寿社会
の実現等、国として重点的に取り組
むべき分野において、地域の主体性
のもと将来的に有望で、市場ニーズ
がある課題について、産学官連携に
よる技術シーズの育成、出口を見据
えた研究開発、市民参加による実証
試験等を実施し、地域への社会還元
を実現する。

【必要性】
地域の知の拠点である大学を中核と
して、地域の特色を活かした産学官
共同研究を推進するとともに、研究
成果の中堅・中小企業や社会への
展開等を図ることにより、科学技術を
活用した地域活性化を実現する。
従来型の公共事業依存型ではなく、
上記のような地域の多様性・独創性
を活用した科学技術駆動型の地域
活性化を図ることにより我が国全体
の科学技術の高度化・多様化を図る
必要がある。

1,500
・１地域あたりの金額：200～400
百万円
・採択予定地域数：3～5地域

資源配分方針に「地域活性化を図るた
め、多様性や国際競争力のある地域科
学技術拠点群の形成、地域イノベー
ション人材力や地域の特性を活かした
技術開発を強化」と記載されており、新
規要求。

科学技術・学
術政策局科
学技術・学術
戦略官付（地
域科学技術
担当）

123
外国人研究者受入れ環境整備促進
事業（仮称）

【概要】
　海外から優秀な人材を獲得し、定
着させるため、平成22～26年度の５
カ年計画により、現在、外国人研究
者の招へいにあたり課題となってい
る子どもの教育や配偶者の職の確
保など、周辺地域における生活環境
の国際化を進める。

【必要性】
　外国人研究者の長期受入れ数は
減少しており、優秀な頭脳の世界的
な獲得競争から我が国が取り残され
つつある。世界中から優秀な外国人
研究者を我が国に呼び込み、我が
国の国際競争力を強化するために
は、外国人研究者本人のみならず、
その家族の受入れ体制を含めた周
辺環境を整備することが必要。

200
○１機関あたりの金額：100百万
円
○採択予定機関数：2機関

科学技術外交を推進する資源配分方
針を受けて、新規要求した。

科学技術・学
術政策局
国際交流官
付



17,600

（単位：百万円）

整理
番号

施策名
施策の概要・必要性

（施策の目的、効果等）
２１年度当初

予算額
２２年度
要求額

要求額の内訳
資源配分方針の反映状況

（２１年度予算額からの増減の考え方）
担当局課

1 アルマ計画の推進に関わる施策

【概要】
　アルマ計画は、チリのアタカマ高地
(標高5,000ｍ)に66台のアンテナを建
設し、これまでにない世界最高性能
の高解像度、高感度、高分解能を有
する１つの巨大な電波望遠鏡として
機能させる日米欧の国際協力プロ
ジェクトであり、太陽系外惑星とその
形成の解明、銀河形成と諸天体の
歴史の解明、膨張宇宙史と宇宙物
質進化の解明に資することを科学目
標とする。
　日本はアルマ計画の中枢であり、
米欧製造の50台のアンテナのみで
は描けない高精度の画像を得るた
めに不可欠なACA（アタカマ・コンパ
クト・アレイ）アンテナ16台の製造を
担当しており、平成22年度は直径７
ｍアンテナ11台の製造完了と受信機
の製造を行う。

【必要性】
　アルマ計画はこれまで以上に詳細
な宇宙の観測を可能にするものであ
り、宇宙の謎の解明に不可欠であ
る。
　また、日米欧の国際協力プロジェク
トとして日本の技術は高く評価されて
おり、アルマ計画の推進に日本の参
加は不可欠である。

4,305 4,242

○国立大学法人運営費交付金
（1,170,786百万円）の一部
○国立大学法人施設整備費補
助金（49,320百万円）の一部

基礎研究の強化及び科学技術外交の
戦略的展開から必要となる先端研究分
野の国際協力を推進する資源配分方
針を受けて要求。

研究開発局
参事官（宇宙
航空政策担
当）付

2

○継続施策

研究振興局
基礎基盤研
究課
量子放射線
研究推進室

科学技術人材の育成を推進する資源
配分方針を受けて、新規要求した。

研究開発局
原子力計画
課

15,320

○国立大学法人運営費交付金
（1,170,786百万円）の一部
○独立行政法人日本原子力研
究開発機構運営費交付金
（172,351百万円）の一部
○独立行政法人日本原子力研
究開発機構施設整備費補助金
（6,464百万円）の一部
○特定先端大型研究施設運営
費等補助金：1,732百万円
○特定先端大型研究施設整備
費補助金：699百万円

基礎研究の強化を推進する資源配分
方針を受けて要求。

大強度陽子加速器による実験研究
に関わる施策

【概要】
　陽子加速器から発生する多彩な二
次粒子（中性子・ミュオン・ニュートリ
ノ等）を用いた新しい研究手段を提
供する世界最高レベルの実験施設
である大強度陽子加速器施設（J-
PARC）について、原子核・素粒子物
理学、物質・生命科学など、基礎科
学から産業応用までの幅広い研究
開発を推進する。また、そのうち、
「特定先端大型研究施設の共用の
促進に関する法律」（共用促進法）の
対象施設となった中性子線施設で、
共用を促進する。
　平成22年度は、引き続きJ-PARC
の運転を確実に行い研究開発を推
進するとともに、共用の促進を行う。

【必要性】
　世界に先駆けたノーベル賞級の研
究成果の創出による基礎科学力の
強化や燃料電池等の環境関連技
術、創薬開発を通じた新産業の創出
を図るためには、すでに国内外の多
くの研究者等が利用を進め、また、
国内では地元自治体である茨城県
が専用実験装置を設置し、産業界も
協議体を設けて利用を準備するな
ど、極めて大きな期待を集めている
J-PARCを着実に整備運用していく
ことが必要である。また、こうした取
組は、同様の施設が欧米それぞれ１
カ所のみに限られていることから、我
が国の国際競争力の強化の観点か
らも必要である。

14,760

129 国際原子力人材育成イニシアティブ

【概要】
　産学官連携による総合的な原子力
人材育成体制を構築し、原子力研究
開発、利用の安全かつ着実な推進
に不可欠な優秀な国内外の人材を
効率的・効果的に育成する。
○原子力人材育成ネットワークの構
築と人材育成拠点の形成
○施設・設備の共同利用の促進
○機関横断的な人材育成プログラ
ムの作成と運営
○核不拡散、核セキュリティに係る
人材育成体制の整備　等

【必要性】
　地球温暖化防止とエネルギーの安
定供給のため、原子力の重要性は
益々高くなっている。また、安全確
保、核不拡散等のため、国内のみな
らず、今後原子力発電の導入を計画
しているアジア諸国等の人材育成を
行うことは、アジアの原子力先進国
である我が国の責務。
　一方で、現在の体制では、質、量と
もに高まる国内外の原子力人材育
成のニーズに対応できないため、国
内の限られた人材育成資源を産学
官連携により有効利用し、効率的・
効果的な人材育成を行っていく必要
がある。

557

○原子力人材育成ネットワーク
の構築と人材育成拠点の形成：
61百万円
○施設・設備の共同利用の促
進：263百万円
○機関横断的な人材育成プロ
グラムの作成と運営：144百万円
○核不拡散・核セキュリティに係
る人材育成体制の整備等：89百
万円



3
本格的利用期に適した大型放射光
施設（SPring-8）の運営体制の構築

【概要】
　大型放射光施設（SPring-8）は、物
質の種類や構造解析、様々な機能
解析・分析が可能な放射光（※）を発
生する実験施設であり、「特定先端
大型研究施設の共用の促進に関す
る法律」（共用促進法）の対象施設と
して、共用を促進する。
　平成22年度は、引き続きSPring-8
の運転を確実に行い、共用の促進を
行う。
（※）放射光：光速近くまで加速した
電子の進行方向を磁石で曲げた場
合に発生する極めて明るく、絞られ
た光。

【必要性】
　SPring-8は、物質科学、生命科学
分野の基礎研究から産業応用まで、
様々な分野の研究開発において極
めて有用な研究手段である。我が国
の科学技術の発展に貢献するため、
広範な分野の多くの研究者等の共
用に供する必要がある。

9,226 9,259

○特定先端大型研究施設運営
費等補助金：7,397百万円
○特定先端大型研究施設利用
促進等交付金：1,056百万円
○独立行政法人理化学研究所
運営費交付金：228百万円
○独立行政法人理化学研究所
施設整備費補助金：577百万円

基礎研究の強化を推進する資源配分
方針を受けて要求。

研究振興局
基礎基盤研
究課
量子放射線
研究推進室

6 科学研究費補助金

【概要】
　人文・社会科学から自然科学まで
の全ての分野にわたり、基礎から応
用までのあらゆる「学術研究」（研究
者の自由な発想に基づく研究）を格
段に発展させることを目的とする競
争的資金であり、ピア・レビュー（専
門分野の近い複数の研究者による
審査）により、豊かな社会発展の基
盤となる独創的・先駆的な研究に対
する助成を行う。

【必要性】
　我が国の社会・文化の発展のため
には、学術研究の振興が基本であ
り、そのための必要経費である科学
研究費補助金の拡充が不可欠であ
る。

196,998 200,000

○科学研究費補助金の中核で
ある「基盤研究」のための予算を
確保する。（+3,002百万円）

＜参考＞
【基盤研究】
（S）総額50百万円以上200百万
円程度まで（5年）
（A）総額20百万円以上50百万
円以下（3～5年）
（B）総額5百万円以上20百万円
以下（3～5年）
（C）総額5百万円以下（3～5年）
※間接経費は外付けで30％

資源配分方針にある「我が国の国力の
源泉である科学技術が将来にわたって
発展していくためには、絶え間ないシー
ズが発掘されるよう基礎研究を強化す
る」ということを受け、基礎研究を充実さ
せ、大学等の研究力の強化を図るた
め、科学研究費補助金を拡充する。

研究振興局
学術研究助
成課

研究振興局
基礎基盤研
究課
量子放射線
研究推進室

基礎研究の強化を推進する資源配分
方針を受けて要求。

4 RIビームファクトリー計画の推進

【概要】
　ＲＩビームファクトリー計画では、水
素からウランまでの不安定原子核
（ＲＩ）ビームを世界最大の強度で発
生させることによって、未知の原子
核の生成・発見とその存在限界を探
り、原子核構造の究極の理解や元
素誕生の謎の解明を目指すととも
に、ＲＩ利用技術の拡大に資する実
験研究を行う。
　平成22年度は、引き続き、ＲＩビー
ムから生成される様々な粒子の性質
や反応を測定する実験設備を整備
し、それらを用いた基礎研究を実施
する。

【必要性】
　ＲＩビーム科学は、我が国が世界に
先駆けて開拓した研究領域で、近年
の原子核物理研究領域の中でも特
に重要視されており、欧米でも同様
の研究施設の建設が進められようと
している（アメリカＦＲＩＢ計画、ドイツＦ
ＡＩＲ計画など）。
　本計画は、我が国が独自に生み出
したＲＩビーム科学を更に発展させ、
究極の原子核モデルの構築や、鉄
からウランに至る重い元素が如何に
して作られたかの解明など、ノーベ
ル賞級を含めた数多くの成果を創出
するとともに、ＲＩ技術を利用した癌治
療などの医療への応用や、新規材
料の開発等に資するものであり、我
が国の科学技術力を強化し、当該分
野において引き続き世界をリードして
いくためにも、引き続き着実に推進
することが必要である。

3,216

○独立行政法人理化学研究所
運営費交付金：2,975百万円
○独立行政法人理化学研究所
施設整備費補助金：505百万円

3,480



6
世界トップレベル研究拠点プログラ
ム

【概要】
　世界的な著名研究者を拠点長とし
て責任者に位置付け、その下に高い
レベルの研究者が結集する、優れた
研究環境と高い研究水準を誇る基
礎研究分野を対象とした世界トップ
レベルの研究拠点を形成する。
　平成22年度は、低炭素社会への貢
献が期待される環境・エネルギー分
野といった、地球規模問題の解決に
資する分野等で、新規に３拠点の拡
充を図る。

【必要性】
　近年、優れた頭脳の獲得競争が世
界的に激化してきている中で、我が
国が科学技術の力で世界をリードし
ていくためには、優秀な人材の世界
的な流動の「環」の中に位置づけら
れ、世界の第一線の研究者が結集
する世界トップレベルの研究拠点を
我が国にも作っていく必要がある。

7,109 9,312

○１拠点あたりの金額：1,413百
万円
　・うち間接経費：323百万円
○既存拠点数：5拠点
○新規採択予定拠点数：3拠点
（１拠点あたりの金額は半年分）
○その他事務経費等：125百万
円

「環境・エネルギー分野などの技術革新
で世界をリードするという視点に重点を
置く」、「基礎研究を強化する」との資源
配分方針を受けて、新規に３拠点の拡
充を図る。

科学技術・学
術政策局
科学技術・学
術戦略官付
（推進調整担
当）

戦略的創造研究推進事業（社会技
術研究開発事業を含む）

6 51,640 52,757

○戦略的創造研究推進事業
・１課題あたりの予算規模：
（CREST（チーム型研究））30百
万円～100百万円程度、（さきが
け（個人型研究））10百万円～20
百万円程度、（ERATO（ラボ新設
型研究））300百万円～400百万
円程度
　※委託研究費の30％を上限と
する額を間接経費として措置

・採択予定課題数：（CREST
（チーム型研究））14領域52課
題、（さきがけ（個人型研究））13
領域169課題、（ERATO（ラボ新
設型研究））4課題

○社会技術研究開発事業
・１課題あたりの予算規模：数百
万円～30百万円程度
　※委託研究費の30％を上限と
する額を間接経費として措置
・採択予定課題数：32課題

研究振興局
基礎基盤研
究課

34,820

○社会システム改革と研究開発
の一体的推進プログラム
・気候変動適応策を推進するた
めのシステム改革：1,000百万円
・健康情報の収集・分析・統合へ
の基盤整備：1,000百万円
・安全・安心実用技術開発シス
テムの構築：1,300百万円

○若手研究者養成システム改
革：12,510百万円
○女性研究者支援システム改
革：2,250百万円
○アジア・アフリカ科学技術協力
の戦略的推進：2,100百万円
○地域再生人材創出拠点の形
成：2,550百万円
○重要課題解決型への機動的
対応の推進：800百万円
○先端融合領域イノベーション
創出拠点の形成：7,760百万円
○重要課題解決型研究等の推
進：720百万円
○革新的技術推進費：1,000百
万円
○評価の実施・成果の普及：
1,030百万円

※要求額については、「平成22
年度科学技術振興調整費概算
要求方針」（平成21年10月８日
総合科学技術会議決定）に基づ
いて積み上げた額であり、
※実際の配分額については、
「科学技術振興調整費の配分方
針」（毎年３月に総合科学技術
会議が策定）に基づいて決定。

「平成22年度科学技術振興調整費概算
要求方針」（平成21年10月8日総合科学
技術会議決定）に基づき要求。
・革新的技術を開発し、ひいては新産業
を創造していくため、社会システムの転
換とイノベーション創出の一体的推進を
図るプログラムを展開。
・科学技術人材の育成強化や大学・研
究機関の研究力向上のため、若手研究
者や女性研究者養成を充実。
・革新的技術推進費は低炭素社会の構
築に向けた革新的技術の加速に重点を
置いて推進。

資源配分方針に「我が国の国力の源泉
である科学技術が将来にわたって発展
していくためには、絶え間ないシーズが
発掘されるよう基礎研究を強化する」と
記載されており、増額要求。

6 科学技術振興調整費

【概要】
総合科学技術会議の方針に沿って、
優れた成果の創出・活用のための科
学技術システム改革、将来性の見込
まれる分野・領域への戦略的対応、
科学技術活動の国際化の推進等を
実施することにより、我が国の科学
技術振興に関する重要事項の総合
推進調整を図る。

36,340

【概要】
　社会・国民ニーズ等を踏まえ、国が
定める戦略目標の下、重要な研究
領域において集中的に基礎研究を
行い、新たなイノベーションの源泉と
なる新技術の芽の創出を目指す。事
業の実施に当たっては、
①国が、戦略的重点科学技術に従
い戦略目標を設定
②事業実施機関（科学技術振興機
構(JST)）が、戦略目標の下に研究
領域を設定し、研究領域ごとに研究
課題を公募
③研究領域ごとに、当該分野の優れ
た研究者を研究総括に選任。研究
総括は、申請された課題の審査、採
択された課題の研究費の増減、研究
者へのアドバイス等を行うなど、国
が定めた戦略目標を達成するため
に、強力な研究マネージメントを実施

　また、社会における具体的問題を
解決するために、自然科学と人文・
社会科学の知見を活用し、現場にお
ける様々な知見や経験に基づいた
問題解決型の研究開発も推進。

【必要性】
　本事業は、科学研究費補助金等に
よる多様な学術研究の研究成果を
基に社会的・経済的に重要な分野に
おける基礎研究への重点化をはか
り、新技術の芽を創出するものであ
る。これまでも、野依良治氏のノーベ
ル賞受賞、山中伸弥氏のiPS細胞の
発見、細野秀雄氏の新たな超伝導
物質の発見などの世界的な研究成
果を創出しており、今後も持続的に
我が国のイノベーションの源泉とな
る新技術の芽を創出し続けるため、
着実に事業を実施する必要がある。

科学技術・学
術政策局
科学技術・学
術戦略官付
（推進調整担
当）
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私立大学における教育・学術研究の
充実

【概要】大学生の約８割を担う私立大
学における教育研究機能の高度化
や研究基盤の整備を図り、わが国の
社会や産業界に必要な人材育成及
び学術研究に寄与するため、私立大
学の運営に必要な基盤的経費を確
実に措置する。

【必要性】私学の経営環境が厳しさ
を増す中、我が国が諸外国との熾烈
な競争に打ち勝ち、中長期的に持続
的成長を遂げていくためには、大学
の機能別分化を踏まえた「基礎科学
力の強化」が不可欠であり、私立大
学等の運営に必要な基盤的経費を
確実に措置することが必要。

172,634 173,257

○私立大学等経常費補助：
160,291百万円
○私立学校教育研究装置等施
設整備費補助：8,350百万円
○私立大学等研究設備整備費
等補助：3,904百万円
○私立学校施設高度化推進事
業費補助：713百万円

　「我が国の国力の源泉である科学技
術が将来にわたって発展していくために
は、絶え間ないシーズが発掘されるよう
基礎研究および国際競争を勝ち抜ける
高度産業人材育成を強化」するとの資
源配分方針を踏まえ、私立大学の基盤
的経費として確実に措置するよう概算
要求。また、特色ある研究・教育を行っ
ている大学をきめ細かく支援するため、
医学部定員増に伴い教育環境を整備
する大学や、地域社会のニーズに応え
る教育を推進する大学等への補助メ
ニューを追加して要求している。

高等教育局
私学部私学
助成課

8 大学等の施設の整備

【概要】
　国立大学法人等の施設について、
第３期科学技術基本計画を受け策
定した「第２次国立大学等施設緊急
整備５か年計画」(平成18～22年度）
に基づき、整備を推進する。
　また、独創的・先端的基礎研究の
推進のため、大型研究設備の整備・
高度化を図る。
【必要性】
　国立大学法人等の施設は、優れた
人材養成、創造的・先端的な研究開
発、地域高度医療等を推進するため
に不可欠な基盤であることから、大
学等の教育力・研究力を強化し、質
の高い医療を提供するため、重点
的・計画的な整備が必要。
　また、独創的・先端的な研究を推
進するための大型研究設備の整備・
高度化を図ることが必要。

48,320 49,320
○施設整備：45,134百万円
○大型特別機械整備：4,186百
万円

　科学技術の振興のための基盤の強化
を推進することとした資源配分方針を受
けて要求。
　平成22年度は、第２次５か年計画の
最終年度であることから、整備目標の
達成を目指し、地球環境に配慮しつつ、
真に緊急性が高く、最優先に実施すべ
き事業を実施する。具体的には、安全・
安心な教育研究環境を確保するため、
耐震性が劣る建物の耐震改修、大学附
属病院の再開発整備等について、着実
に実施する。
　また、大型研究設備については、年次
計画に基づくアルマ計画の着実な整備
を進めるほか、共同利用・共同研究拠
点における整備について精選した。

文教施設企
画部
計画課

研究振興局
学術機関課

9-2 橋渡し研究支援推進プログラム

【概要】
　がんや生活習慣病等に対する創
薬や医療技術などについて、基礎研
究の新たな知見を医療の現場へつ
なげる「橋渡し研究」の支援体制を
整備するとともに、新たな医薬品等
の実用化を目指す。

【必要性】
　我が国は医療に大きな進展をもた
らす可能性のある基礎研究成果を
有しながらも、これらを実用化するた
めの「橋渡し研究」の支援体制が十
分に整備されていないために、この
ような基礎研究成果が、医療の現場
に届いておらず、国民に成果が還元
されていない。さらに、このことは、国
内における医薬品・医療機器開発の
長期化・高コスト化をもたらし、結果
として民間企業における研究開発リ
スクの増大や、製品化の遅れを招い
ており、本プログラムの実施が必
要。

2,400 2,400
○拠点整備維持：1,707百万円
○橋渡し研究費：650百万円
○その他事務費等：43百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・21年度と同額要求。

研究振興局
研究振興戦
略官付

高等教育局
大学振興課

【概要】
　我が国の大学院博士課程専攻に
おいて、世界をリードする創造的な
研究者・技術者を養成するため、学
問分野ごとに国際的に卓越した教育
研究拠点を形成するための支援を
行う。支援期間は原則5年間。平成
22年度は、平成19～21年度に採択
済みの41大学140拠点（我が国の大
学院博士課程専攻の約5％）に対す
る継続支援を行う。

【必要性】
○我が国が激しい国際競争を勝ち
抜くためには、世界をリードする創造
的な研究者の存在が不可欠であり、
研究者養成の根幹となる研究大学
の大学院博士課程専攻を、重点的
に強化していくことが必要。
○中国、韓国等の近隣諸国を含め、
世界各国が国家戦略としてトップクラ
スの大学院の形成を支援する中、我
が国においても、トップクラス及びそ
れを支える大学を含め、一定の規模
感を持って拠点形成を進めていかな
ければ、国際競争力が急速に低下
することが懸念される。
○例えば、トムソン・ロイター社の論
文被引用数シェア・ランキングを見る
と、世界上位の拠点や近年順位を上
げた拠点の多くはＧＣＯＥとして活動
している（材料科学、化学、生物学・
生化学、物理学の4分野だけでも、
世界40位以内に入るのべ21拠点の
うち19拠点を支援）一方、ＧＣＯＥ非
採択の場合、順位を下げる傾向が
見られることなどから、継続支援が
必要。

大学院教育改革推進事業（うちグ
ローバルＣＯＥプログラム）

34,228 34,136

○１拠点当たり平均支援金額：
243百万円
　・うち間接経費：56百万円
○支援拠点数：140拠点
○その他評価等経費：81百万円

「国際競争を勝ち抜ける高度産業人材
などの科学技術人材の育成強化」を推
進する資源配分方針を踏まえて要求。
厳しい財政状況を勘案し、平成22年度
においては、新規拠点の採択は実施せ
ず、継続支援のみを実施。

7



9-3 再生医療の実現化プロジェクト

【概要】
　京都大学山中教授により樹立され
たｉＰＳ細胞は、再生医療・疾患研究
等に幅広く活用されることが期待さ
れる我が国発の画期的成果である。
この研究成果を総力を挙げ育ててい
くため、本事業により、ｉＰＳ細胞等の
研究をオールジャパン体制のもとに
戦略的に推進する。

【必要性】
　世界でも比類なき高齢化社会を迎
えている我が国において、国民が健
康で快適な生活を送るためには、細
胞移植等のこれまでの医療を根本
的に変革する可能性を有するiPS細
胞等による再生医療を実現し、患者
のQOLと国民福祉の向上に資する
よう、国が研究開発を積極的に推進
していく必要がある。

2,650 2,800

○ヒトiPS細胞等研究拠点整備
事業及び個別研究事業等：
2,164百万円
○前臨床研究（サル等を用いた
安全性・有効性の研究）加速の
ための研究拡充：160百万円
○難病研究等のためにｉＰＳ細胞
を提供する基盤（iPS細胞バン
ク）整備：430百万円
○その他事務費等：46百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
・社会還元加速プロジェクトの推進
・革新的技術の推進（iPS細胞再生医療
技術、iPS細胞活用毒性評価技術）
○21年度予算額からの増減理由
・既存のヒトiPS細胞等研究拠点整備事
業及び個別研究課題について大幅な
見直し・重点化を実施した上で、前臨床
研究加速のための研究拡充及びiPS細
胞バンク整備を行う。

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

10 脳科学研究戦略推進プログラム

【概要】
　社会への応用を明確に見据えた脳
科学研究を戦略的に推進し、効率よ
く成果を社会に還元するために、脳
科学委員会における議論を踏まえ、
重点的に推進すべき政策課題（社会
脳、健康脳、情報脳、技術基盤開
発）を設定し、その課題解決に向け
て、研究開発拠点の整備を実施す
る。

【必要性】
　現代社会が直面する様々な課題
の克服に向けて、脳科学に対する社
会からの期待が高まっており、「社会
に貢献する脳科学」の実現を目指
し、脳科学研究を戦略的に推進する
必要がある。（例 アルツハイマー病
など認知症とされる人：約170万人、
うつ病等を含む気分障害：約90万
人、自殺者の数：毎年３万人以上な
ど）

2,300 2,400

○うつ病や睡眠障害、認知症等
の予防・治療法の研究（健康
脳）：200百万円
○社会性障害（自閉症、統合失
調症等）の診断・治療法を開発
（社会脳）：596百万円
○脳の情報を計測し、脳機能を
サポートすることで、身体機能を
回復・補完する機械を開発（情
報脳）：841百万円
○脳研究に役立つ実験動物の
開発：715百万円
○その他事務費等：48百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
・革新的技術の推進（ブレイン・マシン・
インターフェース）
○21年度予算額からの増減理由
・既存の個別研究課題の見直し・重点
化を実施した上で、新たに政策課題の
解決に向けた研究開発拠点の整備を
実施する。

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

11
革新的タンパク質・細胞解析研究イ
ニシアティブ

【概要】
　創薬など医学・薬学への貢献が期
待できる有用なタンパク質の解析を
実施するとともに高速な遺伝子解析
能力を持つ装置（シーケンサー）を駆
使し、未解明ながん化の本態等を解
明する。

【必要性】
　欧米及びアジア各国は生命科学研
究の基礎となるゲノム配列、ゲノム
機能の研究に対して、国家プロジェ
クトとして積極的な支援を行ってお
り、我が国においてもライフサイエン
ス研究を推進するため、遺伝子発現
制御、シグナル伝達、代謝制御など
細胞機能のシステムを理解する研究
については、引き続き重点的に実施
することが必要である。

5,800 5,600

○革新的細胞解析研究プログラ
ム：901百万円
○ターゲットタンパク研究プログ
ラム：4,592百万円
○その他事務費等：107百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・中間評価で厳しく評価を行い、タンパ
ク質を解析する技術基盤整備から個別
のタンパク質機能解析・構造解析研究
に重点化するとともに、がん化の本態
の解明等を中心とした細胞解析研究に
シフトする。

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

12
ナショナルバイオリソースプロジェク
ト

【概要】
　ライフサイエンス研究の実施に必
要不可欠な27種の実験動物等の研
究材料（バイオリソース）について収
集・保存・提供を行う拠点（代表機
関）を整備し、国内外の大学及び研
究機関等に提供する。

【必要性】
　バイオリソースは、基礎から応用ま
で質の高いライフサイエンス研究全
体を支える極めて重要な基盤であ
り、独創的な創薬、予防・治療法の
開発や、生産性や品質の向上した農
林水産物・食品の開発等に寄与する
研究成果の創出に向け、必要不可
欠である。

1,368 1,368

○バイオリソースの収集・保存・
提供を行う拠点の整備：1040百
万円
○リソースの充実のための増
殖・品質管理に関わる技術開発
等：309百万円
○その他事務費等：19百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・21年度と同額要求。

研究振興局
ライフサイエ
ンス課



13
オーダーメイド医療の実現プログラ
ム

【概要】
　オーダーメイド医療の実現に向け、
20万人、30万症例、47疾患分の血
液・ＤＮＡサンプルや臨床情報を集め
た世界最大規模の「バイオバンク」を
活用し、大学とのオールジャパン体
制により、がん・生活習慣病等につ
いての個人個人に最適な予防法と
新しい診断法・治療法を開発する。

【必要性】
　これまでの医師の経験に基づいた
診断・治療ではなく、科学的根拠に
基づいた治療体系の確立が重要視
されつつある。例えば、乳がんやＨＩ
Ｖの治療薬について、効果や副作用
の有無と関連する遺伝子があること
などが分かりつつあり、このような遺
伝子を特定することにより、投薬前
の医療費の削減や副作用の回避に
大きく貢献することが期待される。こ
のような個人の遺伝情報に応じた医
療の実現に向けて、本プログラムを
実施することが必要。

2,718 2,027

○バイオバンクの運営：232百万
円
○疾患関連遺伝子研究：1,753
百万円
○ELSI※（倫理的・法的・社会的
問題）に関する取組：16百万円
○その他事務費等：26百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・がん等に関する研究に重点化。

研究振興局
研究振興戦
略官付

14 脳科学総合研究事業（一部）

【概要】
　我が国の脳科学を総合的に牽引
する中核的研究機関として役割を果
たすとともに、心と知性を物質と情報
の立場から理解するための研究、回
路に機能が出現するメカニズムを明
らかにするための研究、脳の病のメ
カニズムを明らかにするための研
究、脳と心の問題を解くための先端
的な基盤技術開発を進め、分子から
回路を経て心に至る脳の仕組みの
解読を目指す。

【必要性】
　うつ病やアルツハイマー病をはじ
めとする精神・神経疾患等の問題を
抜本的に解決するためには、分子か
ら神経回路を経て心に至る脳の仕
組みを総合的に解明することが必
要。

3,937 3,573 ○研究費：3,573百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
・革新的技術の推進（ブレイン・マシン・
インターフェース）
○21年度予算額からの増減理由
・既存研究の見直し・重点化を実施。

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

15
免疫・アレルギー科学総合研究事業
（一部）

【概要】
　アレルギー、自己免疫制御など基
礎的研究を推進し、その成果を的確
に効率よく臨床研究につなげていく
ため、大学・病院との連携を図り、免
疫・アレルギー疾患克服に向けた研
究体制を強化し、免疫・アレルギー
性疾患の根治に向けた制御法・治療
法の開発等を行う。

【必要性】
　花粉症、アトピー、がん、リウマチ
等の免疫・アレルギー疾患の問題を
解決するためには、発症原因の究明
や免疫メカニズムの解明等が必要。

1,238 1,141 ○研究費：1,141百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・既存研究の見直し・重点化を実施。

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

16 ゲノム医科学研究事業（一部）

【概要】
　個人の遺伝情報に応じた医療の実
現を目指す。2002年に全ゲノムSNP
解析手法（GWAS）を開発。世界で初
めてGWASにより心筋梗塞関連遺伝
子を同定した。国内外の機関と連携
し、数千人規模の患者集団と一般集
団のDNAサンプル等を用いた大規
模な全ゲノムSNP解析により、疾患
関連遺伝子研究、ファーマコゲノミク
ス研究の基盤情報を創出し、本分野
において世界の牽引車的な役割を
担う。疾患リスク診断や薬剤副作用
の回避を可能とする新たな治療法・
診断法・予防法を確立する。

【必要性】
　疾患のリスク診断、薬剤の効果や
副作用の予測により、個人の遺伝情
報に応じた医療を実現することで、
患者さんのＱＯＬ（生活の質）向上、
健康長寿社会の実現、医療費の効
率的利用に繋がる。アジア、アフリカ
諸国と共同研究を行い、それらの
国々の患者のためにも貢献する。

841 845

○基盤技術開発：230百万円
○統計解析・技術開発：60百万
円
○疾患関連遺伝子研究：555百
万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・上記を受け、積極的に研究開発を推
進。

研究振興局
研究振興戦
略官付

17
発生・再生科学総合研究事業（一
部）

【概要】
　「発生のしくみを探る領域」、「器官
をつくる領域」、「からだを再生させる
領域」を設定して、生物の発生・再生
の制御システムを解明する基礎的研
究を推進するとともに、再生医療等
の基盤となる幹細胞研究や複雑な
器官構築の制御機構の解明等を進
める。また、発生・再生現象の統合
的な理解に向け、従来の分子生物
学等の手法に数理科学的発想を取
り入れた「発生動態基盤研究」を推
進する。

【必要性】
　再生医療を発展させるためには、
生物の発生メカニズムの基礎的原
理を追究し解明するとともに、その成
果をふまえた幹細胞利用技術等の
基盤確立が必要。

1,545 1,413 ○研究費：1,413百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
・革新的技術の推進（iPS細胞再生医療
技術、iPS細胞活用毒性評価技術）
○21年度予算額からの増減理由
・既存研究の見直し・重点化を実施

研究振興局
ライフサイエ
ンス課



18 バイオリソース事業（一部）

【概要】
　我が国のライフサイエンス分野の
研究活動に必要不可欠なバイオリ
ソース(生物資源)及び関連する情報
を収集した上で高品質かつ安全に保
存し、さらに国内外の研究コミュニ
ティーへ提供することによって、ライ
フサイエンス研究を強力に推進し、
研究成果を健康・環境・食料生産等
における課題の解決へつなげる。

【必要性】
　ライフサイエンス研究の発展のた
めには、生物遺伝資源の適正かつ
効率的な収集・保存・提供、及びそ
のための技術・研究開発が必要。

1,590 1,578
○基盤整備事業費：1,578百万
円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
・革新的技術の推進（iPS細胞再生医療
技術、iPS細胞活用毒性評価技術）
○21年度予算額からの増減理由
・既存研究の見直し・重点化を実施

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

19
ライフサイエンス基盤研究領域事業
（うちオミックス基盤研究の一部）

【概要】
　個々の細胞の働きや形を決めてい
る「細胞プログラム」を高速に解析・
解明する、複合的かつ系統的な解
析システム（ライフサイエンスアクセ
ラレーター；LSA）を開発する。

【必要性】
　医療応用に向けた再生医学研究
や、生物多様性の理解につながる環
境科学研究等には、細胞の働きを理
解するための技術基盤が必要。

950 942 ○研究費：942百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・既存研究の見直し・重点化を実施

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

22
バイオインフォマティクス推進セン
ター

【概要】
　ゲノム情報等の生物情報データ
ベースの構築、高度化、活用のため
の研究開発を行い、研究開発成果を
情報発信するとともに、データベース
の統合・維持・運用を図ることによ
り、世界最高水準のライフサイエンス
分野の情報基盤の整備の一翼を担
い、ライフサイエンス研究のさらなる
進展に貢献する。

【必要性】
　これまでに積み重ねられてきたライ
フサイエンス分野の研究成果をデー
タベースとして整備することは、今後
の研究開発に向けた基盤整備として
必要不可欠。

1,841 1,771

○センター運営費（科学技術計
算サーバー保守・運用・電気代
等）：57百万円
○生命情報データベース高機能
化　（データベース高度化・標準
化、GBIF等）：852百万円
○研究開発の推進：254百万円
○統合データベース連携：608百
万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・既存研究の見直し・重点化を実施

研究振興局
ライフサイエ
ンス課

23 分子イメージング研究

【概要】
　生体内の分子の動きを可視化する
「分子イメージング技術」について、
世界最高水準の基盤技術（超高比
放射能化プローブ等）を基に、疾患
の病態研究や治療評価法等の研究
開発を行う。

【必要性】
　分子イメージング技術の発展によ
り、分子生物学等の基礎研究に多大
な寄与が期待できる他、薬剤の用量
測定、病態の解明、診断、創薬プロ
セスの革新など、医学への多様な応
用が見込まれている。また、がんの
悪性度、治療に対する感受性・抵抗
性を勘案して治療計画を立てること
が可能になり、重粒子線治療におけ
る効果の判定、予測にも大きく貢献
することから、本研究を実施すること
が必要。

1,516 1,516

○分子イメージング研究：785百
万円
○臨床応用の推進：81百万円
○その他（研究施設運営費）：
650百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・上記を受け、積極的に研究開発を推
進。

研究振興局
研究振興戦
略官付

24 重粒子線がん治療研究

【概要】
　重粒子線がん治療法の普及や治
療成績のさらなる向上に向けて、新
たな照射法の開発などの研究開発
を実施する。あわせて年間治療人数
の拡大を図る。

【必要性】
　放射線治療は外科手術や化学療
法に比べ、副作用などの体への負
担が少なく、術後の生活の質が高い
治療法である。特に、重粒子線を用
いた本放射線治療は、これまでの放
射線治療に比べ、がんの殺傷効果
が高く、かつ、正常な細胞へのダ
メージを少なくできることに加え、他
の治療法の選択肢がないがん患者
にも、高い治療成績が得られている
ことから、本研究の実施が必要。

5,330 5,578

○重粒子線がん治療法の高度
化に関する臨床研究：571百万
円
○次世代照射システムの開発
研究：1,034百万円
○放射線がん治療の高度化・標
準化に関する研究：71百万円
○その他（病院運営費、重粒子
がん治療装置運営費等）：3,902
百万円

○資源配分方針関係部分
「重点的に推進すべき課題」
・人の命を大切にする健康長寿社会の
実現
○21年度予算額からの増減理由
・上記を受け、積極的に研究開発を推
進。

研究振興局
研究振興戦
略官付



27
先導的ＩＴスペシャリスト等育成推進
プログラム

【概要】
複数の大学及び企業が連携し、質
の高い教育体制による高度ＩＴ人材を
育成する拠点を形成する。
平成22年度は、
・融合型高度ＩＴ人材育成拠点（新
規）
・セキュリティ人材育成拠点（継続）
・拠点間教材等洗練事業（継続）
を実施し、企業等で求められる複合
領域への理解力を有する高度ＩＴ人
材の育成を図るとともに、拠点の教
育成果の普及展開を図る。

【必要性】
我が国の国際競争力に関わる深刻
な課題として、ＩＴ人材の不足が指摘
されており、産学連携による実践的
かつ高度な教育拠点の形成が産業
界を中心として強く求められている。

895 540

・融合型高度ＩＴ人材育成拠点
１拠点あたりの金額：100百万円
選定予定件数：２
・セキュリティ人材育成拠点
１拠点あたりの金額：78百万円
選定件数：２（19年度選定済）
・拠点間教材等洗練事業　184
百万円

国際競争力を勝ち抜ける高度産業人材
育成を強化するという資源配分方針を
受けて要求した。
なお、ソフトウェア分野の人材育成拠点
（6拠点）への支援が21年度で終了する
ため、減額要求となっている。

高等教育局
専門教育課

31
21世紀気候変動予測革新プログラ
ム

【概要】
地球温暖化等の気候変動問題につ
いて、より高精度かつ信頼性の高い
気候変動予測結果を提示するため、
平成19年～平成23年の5カ年計画に
より、気候変動予測研究を行う。
平成22年度は、改良された予測モデ
ルで実験を行うとともに、予測結果
の解析や不確実性の評価等を行う。
さらに、影響評価に必要なより詳細
な予測実験を実施する。

【必要性】
2013年頃策定予定である「気候変動
に関する政府間パネル」(IPCC)第5
次評価報告書等に貢献するととも
に、地球温暖化の抑制や地球温暖
化への適応に寄与する効果的、効
率的な政策や対策の立案に必要な
科学的根拠を提供するため、気候変
動予測研究を実施することが必要。

1,540 1,640

○長期気候変動(2300年まで)の
予測　221百万円
○近未来（20～30年後）の予測
894百万円
○極端現象(台風・集中豪雨等)
の予測　467百万円
○雲解像度モデルの高度化　28
百万円
○海洋乱流シミュレーションの高
度化　25百万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、気候変動予測研究
についての研究開発を強化するため
に、増要求を行った。

研究開発局
海洋地球課
地球・環境科
学技術推進
室

24,768

・システムの開発：20,250百万円
・アプリケーションの開発：1,640
百万円
・施設整備：2,878百万円

次世代スパコンは、従来は不可能で
あった複雑・精密なシミュレーションを可
能とし、環境負荷を低減する画期的な
新技術の開発等に資するものである。
資源配分方針の「グリーンイノベーショ
ンの推進」、「基礎研究の推進」、「科学
技術の振興のための基盤の強化」、「革
新的技術の推進」、「人材育成」に寄与
することが想定される。
また、次世代スパコンのCPUは世界最
高レベルの低消費電力性能を有し、こ
の環境負荷低減に優れたCPUが、メー
カーにより下方展開され、世界のスパコ
ン市場、サーバ市場に広がっていくこと
が期待される。これにより、世界に省消
費電力のスパコンやサーバが導入され
ることとなり環境負荷が低減される。

研究振興局
情報課

次世代スーパーコンピュータの開
発・利用

25

【概要】
理論、実験と並び、現代の科学技術
の方法として確固たる地位を築きつ
つある計算科学技術をさらに発展さ
せるとともに、広範な分野の研究及
び産業における利用のための基盤
を提供し、我が国の競争力強化等に
資するため、長期的な国家戦略を
持って取り組むべき重要技術「国家
基幹技術」である「次世代スーパーコ
ンピュータ」を平成２２年度末の一部
稼働（平成２４年の完成）を目指して
開発する。
　具体的には、今後とも我が国が科
学技術・学術研究、産業、医・薬など
広汎な分野で世界をリードし続ける
べく､
（１）世界最先端・最高性能の次世代
スパコン(注)の開発・整備
（２）次世代スパコンを最大限利活用
するためのソフトウェアの開発・普及
（３）上記（１）を中核とする世界最高
水準のスーパーコンピューティング
研究教育拠点（COE）の形成
を文部科学省のイニシアティブによ
り、開発主体（理化学研究所）を中心
に産学官の密接な連携の下、一体
的に推進する。
 （注） １０ペタFLOPS級の計算性能を有する
スパコン（１ペタFLOPS：1秒間に１千兆回の

計算）

【必要性】
次世代スパコンの開発・整備により、
以下の効果が期待。
○高速・高精度シミュレーションによ
る科学技術の飛躍的進展（次世代ス
パコンは研究開発の基盤）
　ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝは理論、実験と並ぶ第３
の科学技術の方法。ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
の優劣は最先端の科学技術成果に
直結。次世代スパコンは、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
の「質」を変えるものであり（「部分」
が「まるごと」に）、新たな科学領域の
開拓、イノベーション創出の基盤。
○国家に必要な最先端ＩＴ技術の獲
得
　超微細半導体プロセス技術、低消
費電力半導体技術、超高速・大規模
ネットワーク技術等のコアIT技術を
獲得（ＩＴ機器や家電にも波及）。最先
端技術の組合せ（ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ）の機
会を産業界に提供。
○気候変動問題解決への貢献
　精緻なｼﾐｭﾚｰｼｮﾝは、地球温暖化
問題対策の立案に不可欠な科学的
根拠を提供。
○革新的な産業基盤の確立による
産業競争力強化
　革新的新製品開発手法確立や開
発ﾌﾟﾛｾｽ合理化で産業競争力を強
化。

19,000



32
流域圏から地球規模までの様々な
スケールにおける水・熱・物質循環
観測研究

【概要】
　アジアモンスーン域、ユーラシア寒
冷地域、東南アジア域を中心に気象
水文観測・海洋観測等の研究観測
ネットワークの構築等を推進する。
データを継続的に公開するとともに、
大河川流出特性や対流活動等の水
循環変動プロセスの解析システムを
開発することにより、水循環・気候変
動予測精度の向上を図る。

【必要性】
　国際的には、GEOSS（全球地球観
測システム）の中で「全球的な水資
源管理の向上及び、水循環の理解」
が重点項目として位置づけられてい
る。また、我が国において、地球温
暖化対策や極端現象への対策に資
する高精度の気候・気象現象の予測
において当該観測研究は不可欠。

602 600
（独）海洋研究開発機構運営費
交付金の内数

　第三期科学技術基本計画における分
野別推進戦略において、環境分野の戦
略重点科学技術として位置づけられて
おり、昨年度の優先度判定においても
着実に実施すべきとされている。
　当該指定を踏まえ、平成21年度予算
額からは適宜効率化を図りながら、引
き続き施策の継続的な実施を進める。

研究開発局
海洋地球課

33
地球環境変動予測のための基礎的
なプロセスモデル開発研究

【概要】
　地球温暖化をはじめとする地球環
境変動現象の解明及び予測のた
め、海洋と大気、生態系と気候変動
の相互作用等に関するプロセス研
究、モデルの開発及び地球シミュ
レータ等を用いたシュミレーションを
実施。
　平成22年度は、全球雲解像モデル
による数km格子（水平）での全球実
験を行い、モデルの再現性の評価や
熱帯擾乱等の解析を実施。高解像
度海洋モデルについては、６時間ご
とに風の効果をモデルに与えること
による、黒潮蛇行のメカニズムの解
明に向けた研究開発を実施。

【必要性】
  気候、水循環、大気組成、生態系
等の様々な要素を含んだ次世代の
地球システム統合モデルの開発や
全球雲解像モデルの高度化により、
高精度の地球温暖化予測、集中豪
雨等極端現象の予測を行うことは、
正確な地球環境変動予測において
必要不可欠。これらは、地球温暖化
問題等に対応するための施策の決
定や国民生活にとって必須。

1,309 1,305
（独）海洋研究開発機構運営費
交付金の内数

　第三期科学技術基本計画における分
野別推進戦略において、環境分野の戦
略重点科学技術として位置づけられて
おり、昨年度の優先度判定においても
着実に実施すべきとされている。
　当該指定を踏まえ、平成21年度予算
額からは適宜効率化を図りながら、引
き続き施策の継続的な実施を進める。

研究開発局
海洋地球課

35
温室効果ガス観測技術衛星
(GOSAT)
「いぶき」

【概要】
温室効果ガスの全球の濃度分布と
その時間変動を測定し、地域ごとの
吸収排出量の把握、森林炭素収支
の評価への活用等、環境行政へ貢
献する(平成21年1月打上げ)。
平成22年度は、GOSATデータの一
般配布を行い、利用促進を実施す
る。

【必要性】
地球全域にわたる温暖化の問題を
解決するためには、その要因とされ
る温室効果ガスについて、地球規模
での濃度分布測定を継続することが
必要。

1,614 1,436
追跡管制運用等　 ：404百万円
データ処理・研究等：1031百万
円

グリーンイノベーションや革新的技術、
科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は、運用の効率化を図る。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

1,026
（独）海洋研究開発機構運営費
交付金の内数

　第三期科学技術基本計画における分
野別推進戦略において、環境分野の戦
略重点科学技術として位置づけられて
おり、昨年度の優先度判定においても
着実に実施すべきとされている。
　当該指定を踏まえ、平成21年度予算
額からは適宜効率化を図りながら、引
き続き施策の継続的な実施を進める。

研究開発局
海洋地球課

34
全球規模から地域スケールまでの
気候変動シミュレーション研究

【概要】
 世界最高水準の計算性能を持つ
スーパーコンピュータ「地球シミュ
レータ（ES）」を活用し、気候変動予
測に不可欠となるシミュレーション手
法の高精度化・高速化を図るととも
に、それを用いた予測に関する研究
を実施。特に、台風の進路予測や
ヒートアイランド現象、都市における
局地的な集中豪雨の予測など、短
期でより局所的な現象の予測に焦
点をあてる。
 平成22年度は、ES用に開発された
各種モデルについてさらなる高度化
に向けた技術開発を行うとともに、観
測研究等への応用展開を図る。ま
た、より広域及び局所的な地球温暖
化の影響評価に関するシミュレー
ションの実施、新しいシミュレーション
手法の検討及び実現、社会との連
携を図る上で必要な技術の検討を
実施。

【必要性】
　社会・経済に大きな影響を与える
局地的な気象や人間の活動がもた
らす環境変化などへの社会の関心
は高く、こうした気候変動の影響を事
前に予測し、被害の軽減につなげる
ことは、国民生活の安全・安心の確
保のためにも極めて重要な課題であ
る。

1,032



36
全球降水観測／二周波降水レーダ
（GPM/DPR）

【概要】
NASA(米国）が開発中の主衛星に、
日本が開発する二周波降水レーダ
（DPR）を搭載し、高精度・高頻度な
全球降水観測を行い、気候変動に
係る現象の把握に貢献する。
平成22年度は、センサ開発、地上設
備の開発等を実施する。

【必要性】
地球温暖化に伴うとされる豪雨や旱
魃の頻発、降水分布の変化は、気候
変動に係る現象の把握において重
要である。このため、降水にかかわ
る状況を全球規模で把握し、人工衛
星による降水観測を継続することが
必要。

1,541 1,561
センサ開発：1,005百万円
地上設備の開発等：296百万円
運用（準備を含む）：  260百万円

グリーンイノベーションや革新的技術、
科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は、平成25年度の打上げ・運用に
向け、地上設備の開発等を増額。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

37
地球環境変動観測ミッション
（GCOM）

【概要】
地球規模での気候変動や水循環メ
カニズムを解明する上で有効なデー
タを、全球規模で長期間・継続的に
観測し、気候変動予測に係る精度向
上、気象・海況の把握等に貢献す
る。海面水温・土壌水分等の観測を
行う水循環変動観測衛星（GCOM-
W）を平成23年度に、植生、雲氷、海
色等の観測を行う気候変動観測衛
星（GCOM-C）を平成26年度に打上
げ予定。
平成22年度は、GCOM-W及び
GCOM-Cの衛星の開発を進めるとと
もに地上設備の開発等を実施する。

【必要性】
地球温暖化に対する対策立案に活
用するため、地球温暖化予測精度を
向上させるための重要パラメーター
を全球で把握することが重要。米国
が計画する極軌道環境衛星システ
ム（NPOESS）等と連携・協調し、国
際的な気候変動観測に日本としての
貢献することが必要である。

6,780 7,923

衛星開発(GCOM-W)：5,076百万
円
衛星開発(GCOM-C)：980百万円
地上設備の開発等：1,810百万
円
運用（準備を含む）：58百万円

グリーンイノベーションや革新的技術、
科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は、平成23年度打上げに向け水循
環変動観測衛星(GCOM-W)の開発を増
額。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

38
雲エアロゾル放射ミッション／雲プロ
ファイリングレーダ
(EarthCARE/CPR)

【概要】
欧州が開発中の主衛星に、日本が
開発する雲プロファイリングレーダ
（CPR）を搭載し、雲・エアロゾルの3
次元観測を行い、地球温暖化の予
測精度向上に貢献する。
平成22年度は、センサ開発や地上
設備の開発等を行う。

【必要性】
気候変動予測の誤差要因である全
球の雲とエアロゾルの鉛直分布を含
めた３次元分布を観測することによ
り、地球温暖化の予測精度向上に資
するため必要。

370 950
センサ開発：827百万円
地上設備の開発等：110百万円
運用（準備を含む）：13百万円

グリーンイノベーションや革新的技術、
科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は、平成25年度打げに向け、セン
サ開発等を増額。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

47 環境・エネルギー科学研究事業

【概要】
　理研が有するポテンシャルを活用
し、環境・エネルギー・資源分野のブ
レークスルーをもたらすため、分野
横断的に研究を推進する。
　平成22年度からは、バイオマスの
効率的な生産、化学製品原料の生
産、バイオプラスチックの製造に関
する研究を一気通貫型で行い、新た
なバイオプロセスの確立（バイオマス
エンジニアリング研究）を目指す。ま
た、革新的機能材料と高効率反応系
に関する新原理構築を目指した基礎
科学研究を実施。
　
【必要性】
　持続型社会・低炭素社会を実現す
るためには、化石燃料由来のプラス
チックからの脱却に向けた研究開発
および環境技術への技術革新を引
き起こす学理構築が必要。

160 1,110

グリーン未来物質創成研究：550
百万円（新規）
バイオマスエンジ二リング研究：
560百万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、新規要求した。

研究振興局
基礎基盤研
究課

48 ナノテクノロジーネットワーク

【概要】
我が国のナノテクノロジー・材料研究
において、戦略的かつ効率的な研究
開発や、研究機関・研究分野を越え
た横断的な研究開発活動を推進す
るため、平成１９～２３年の５カ年計
画で、全国の１３拠点（２６機関）の大
学や独立行政法人等をネットワーク
化し、最先端ナノテクノロジー研究設
備の利用機会を高度な専門技術・知
識と共に提供する。
平成２２年度は、参画機関の特長強
化、異分野融合の促進に資する最
先端の装置を整備する。

【必要性】
我が国のナノテクノロジー・材料研究
を振興し、イノベーションの創出を図
るためには、本施策により基盤の整
備や強化を推進することが必要。

1,305 1,528

設備備品費：　200
人件費：　611
（業務担当者　79名、補助者
121名）
業務実施費：　557
一般管理費：　137
その他事務経費：　23

参画機関の特長を強化しイノベーション
創出を強力に推進するため予算を拡
充。

研究振興局
基礎基盤研
究課ナノテク
ノロジー・材
料開発推進
室



50 元素戦略

【概要】
物質・材料の特性・機能を決める特
定元素の役割を理解し有効利用す
るという観点から、従来の材料研究
を再構成し、希少元素・有害物質の
代替、戦略的利用のための技術基
盤を確立する。平成１９年度から開
始し、平成１９年度：７課題、平成２０
年度：５課題、平成２１年度：４課題を
採択。各課題は５年間実施予定。
平成２２年度は、これまで採択した１
６課題を引き続き推進する。

【必要性】
持続可能な社会を実現する上で、資
源問題は我が国が直面する大きな
課題の一つであり、携帯電話、コン
ピュータ等の工業製品に使用されて
いる多種の希少元素の確保は我が
国の国益の観点から極めて重要で
ある。そのため、本事業により、希少
元素等の代替材料及び使用量低減
技術の開発を着実に推進する必要
がある。

651 520

１課題あたりの金額（平均）：32
　・うち間接経費：7.4
課題数：16（平成22年度は新規
採択なし）
その他事務経費：4

資源配分方針において、重点的に推進
すべき課題としてレアメタル代替材料の
研究開発を含む「革新的技術の推進」
が掲げられている。
２２年度は、事業の中間評価結果等を
踏まえて要求額を精査。

研究振興局
基礎基盤研
究課ナノテク
ノロジー・材
料開発推進
室

51
光・量子科学研究拠点形成に向けた
基盤技術開発

【概要】光・量子分野のシーズと他分
野のニーズを結合させ、産学官の多
様な研究者が連携融合するための
研究、人材育成拠点の形成を推進
する。

【必要性】光科学・量子ビーム技術
は、材料、生命、ＩＴ、環境等の広範
な科学技術や微細加工等の産業応
用に必要不可欠なキーテクノロジー
であり、他分野と融合することで、画
期的なイノベーションの源泉となる基
盤技術である。このため、光・量子科
学技術のネットワーク拠点を構築し、
先端光源・ビーム源の開発、異分野
ユーザー研究者との連携研究及び
次世代を担う若手人材の育成等を
着実に行うことが必要である。

1,721 1,621

１課題あたりの金額：225
・うち間接経費：52
採択課題数：7
その他事務経費：47

　科学技術の振興のための基盤の強化
や国際競争を勝ち抜ける人材の育成強
化を推進していくとの資源配分方針を
受け、本施策を引き続き着実に推進し
ていくこととする。

研究振興局
基礎基盤研
究課

研究振興局
基礎基盤研
究課
量子放射線
研究推進室

基礎研究の強化を推進する資源配分
方針を受けて、要求。

49 X線自由電子レーザーの開発・共用

【概要】
放射光とレーザーの特徴を併せ持つ
光として、原子レベルの超微細構造
や化学反応領域の超高速動態・変
化を瞬時に計測・分析することが可
能な「Ｘ線自由電子レーザー（ＸＦＥ
Ｌ）」の開発・整備を実施する。また、
ＸＦＥＬが生み出す非常に強力なＸ線
レーザー光を効果的・効率的に利用
するための技術開発を行う。（開発
期間：平成18年度～平成22年度）
平成22年度は、引き続きＸＦＥＬ装置
の整備を行い、 装置の完成直後か
ら世界に先駆けて革新的な成果を輩
出するための利用研究開発を実施
する。

【必要性】
「Ｘ線自由電子レーザー（ＸＦＥＬ）」は
従来の手法では実現不可能な分析
を可能にする技術であり、我が国が
独自に開発した技術を駆使し、よりコ
ンパクト・低コストで世界最高性能を
実現するＸＦＥＬの開発・整備を進め
ている。
ライフサイエンス分野やナノテクノロ
ジー・材料分野など、様々な科学技
術分野に新たな研究領域を開拓し、
欧米に先んじる成果を創出するた
め、また我が国の科学技術力の強
化に資するためにも、本計画を着実
に推進することが必要である。

10,353 4,839

特定先端大型研究施設運営費
等補助金の一部：3,000百万円
特定先端大型研究施設整備費
補助金の一部：705百万円
独立行政法人理化学研究所運
営費交付金の一部：229百万円
独立行政法人理化学研究所施
設整備費補助金の一部：633百
万円
科学技術試験研究委託費：272
百万円



52
次世代高強度耐熱鋼の開発と信頼
性の確立

【概要】
二酸化炭素の排出量削減や省エネ
ルギーに資する高温において高強
度な耐熱鋼を開発するとともに、実
使用時の事故の低減に向けた信頼
性評価手法を確立する。（平成２１～
２５年度）
平成２２年度は、
・材料の形成機構等を解明し、鋼の
成分設計範囲を決定
・高温において、既存材料の２倍以
上の実用強度を有する材料の開発
・溶接性等の実用化に向けた特性の
把握
を実施する。

【必要性】
温室効果ガスの排出量削減のため
には、国内の二酸化炭素の約３割を
排出している火力発電所の稼動温
度を高めて、熱効率を改善すること
が重要。蒸気タービンの高温部材に
使用される材料の限界温度によって
熱効率の上限が決定するため、稼
動温度上昇に資する高強度耐熱鋼
の開発が必要とされる。

370 582
プロジェクト研究開発費：112百
万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、実用化の加速につ
ながる基礎研究の強化のため増額要
求した。

研究振興局
基礎基盤研
究課ナノテク
ノロジー・材
料開発推進
室

52 新世紀耐熱材料プロジェクト

【概要】
二酸化炭素の排出量削減や省エネ
ルギーへ貢献するため、発電所のガ
スタービンやジェットエンジンの効率
性の向上に必要な次世代の新耐熱
材料の開発を推進する。また、実機
への適用に向け、民間企業等との連
携により製造技術等の確立を目指
す。（平成１８～２２年度）
平成２２年度は
・耐熱温度１100℃の単結晶超合金：
大型航空エンジン地上実機試験の
実施、発電大型ガスタービン翼製造
技術の確立
・耐熱温度1150℃の単結晶超合金：
総合特性（耐酸化、腐食等）の向上
・耐熱温度750℃ディスク合金：大型
商用プロセスによる溶解、鍛造技術
の確立
を実施する。

【必要性】
温室効果ガスの排出量削減のため
には、国内の二酸化炭素の約３割を
排出している火力発電所、約３％を
排出しているジェットエンジンの稼動
温度を高め、熱効率を改善すること
が必要。高温部材に使用される材料
の限界温度によって熱効率の上限
が決定するため、稼動温度上昇に資
する新耐熱材料の開発が必要とされ
る。

541
プロジェクト研究開発費：541百
万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、実用化の加速につ
ながる基礎研究の強化のため増額要
求した。

研究振興局
基礎基盤研
究課ナノテク
ノロジー・材
料開発推進
室

306

250 698
プロジェクト研究開発費：698百
万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、実用化の加速につ
ながる基礎研究の強化のため増額要
求した。

研究振興局
基礎基盤研
究課ナノテク
ノロジー・材
料開発推進
室

52
低コスト次世代太陽電池の高効率
化基礎研究

【概要】
色素増感型太陽電池の変換効率の
向上に向け、材料表面での電子の
移動メカニズムを研究するとともに、
高効率化を可能とする新規材料・構
造の開発を行う。（平成２１～２５年
度）
平成２２年度は、
・電子移動メカニズムの明確化
・光電変換反応のシミュレーション技
術の確立
・色素の基本分子構造の明確化
・変換効率倍増の理論的可能性の
見極め
・デバイス製造プロセスの開発
を実施する。

【必要性】
温室効果ガスの排出量削減のため
には、太陽光発電の飛躍的な普及
拡大が不可欠であるが、既に商品化
されているシリコン系太陽電池の低
コスト化には限界がある。色素増感
型太陽電池は、低コスト化、軽量化
が可能な太陽電池として注目されて
おり、カラフル・フレキシブル・シース
ルー化も可能なため、多様な用途へ
の展開が期待されている。そのよう
な多様な特長を有する次世代太陽
電池の実用化に向け、本事業による
新規材料の開発が必要となる。



54 先端光科学研究

【概要】
軟X線アト秒パルスレーザーや近接
場ナノ光源、テラヘルツ光源等に関
するポテンシャルを活かし、これらの
光源開発や様々な光に関する応用
研究を実施し、先端光科学研究領域
を開拓する。

平成２２年度は下記を目標に実施
・アト秒軟Ｘ線パルス光源の高度化
・細胞内1分子可視化技術の分解能
の高度化。
・半導体素子によるテラヘルツ光源
の開発

【必要性】
生命科学・物質科学の発展のために
は、より微細な構造や、より高速の
現象を観測できる光科学技術の開
発が必要。

875 832 研究費：832百万円
基礎研究の強化を推進する資源配分
方針を受けて、要求した。

研究振興局
基礎基盤研
究課

52 高機能光触媒材料の研究開発

【概要】
有害物質を効率的に分解・除去でき
る光触媒の高機能化のため、可視
光でも作用する新規光触媒材料を
開発する。本研究によって、環境へ
の負荷の少ない浄化技術に関する
材料を開発するとともに、太陽光エ
ネルギーを利用したメタノール等の
化学原料の精製を可能とする材料
研究への発展を目指す。（平成１８～
２２年度）
平成２２年度は、
・分子・原子レベルでの精密測定と
高度シミュレーションを総合的に駆使
した、光触媒反応の制御に関する研
究、高性能な光触媒材料の設計
・より高効率に機能する光触媒材料
の創製
を実施する。

【必要性】
太陽光エネルギーで反応する光触
媒による有害物質の効率的な分解・
除去、無害化は、環境浄化のみなら
ず、建造物の外壁等のメンテナン
ス、製造業における有害物質を含む
廃棄物や排出ガスの処理等により
発生する温室効果ガスの削減にも
有効である。また、太陽光エネル
ギーを利用した化学原料の精製は、
化石燃料を使用しないためCO2排出
量を削減できる。このような、環境浄
化、温室効果ガス削減に貢献する太
陽光利用の拡大に向け、光触媒の
高機能化は極めて重要である。

118 112
プロジェクト研究開発費：112百
万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を踏まえ、計画を着実に遂行
するべく、予算要求。

研究振興局
基礎基盤研
究課ナノテク
ノロジー・材
料開発推進
室

55 高速増殖炉(FBR)サイクル技術

【概要】
原子力発電を将来にわたって持続
的に行うための高速増殖炉サイクル
技術の確立に向け研究開発を推進
し、H37年（2025年）頃の実証炉の実
現及びH62年(2050年)よりも前の商
業炉の実現を図る。
○　H21年度内の高速増殖原型炉
「もんじゅ」の運転を再開を目指し、
再開後１０年程度以内に発電プラン
トとしての信頼性の実証及びナトリウ
ム取扱技術の確立という所期の目
的を達成。
○　新たな要素技術の開発や設計
研究等を行うことにより、実証炉の概
念設計をH27年に提示することを目
指す高速増殖炉サイクル実用化研
究開発を推進。

【必要性】
○　将来的にウラン資源輸入が不要
になるなど、将来の我が国の安定的
なエネルギー確保のために必要。
○　近年、諸外国も研究開発に強力
に取り組み、世界技術標準を巡る競
争が激化。重点的な研究開発の取
組が必要。
○　実証炉の実現のためには人材
育成や運転経験などのノウハウの
蓄積が必要であり、「もんじゅ」という
実際の施設を用いた研究開発が不
可欠。
○　高レベル放射性廃棄物発生量
の削減可能性を有するため、環境負
荷の低減が期待できる。
○　核拡散抵抗性の高い核燃料サ
イクルの実現が期待できる。

34,687 38,414

○独立行政法人日本原子力研
究開発機構運営費交付金（エネ
ルギー対策特別会計）
・高速増殖炉サイクル研究開発
費
　うち、高速増殖炉サイクル技
術：37,770百万円

○独立行政法人日本原子力研
究開発機構施設整備費補助金
（エネルギー対策特別会計）：
644百万円

グリーンイノベーションの推進に資する
ため、法令に基づく施設の安全確保の
ための予算要求を行っている。

研究開発局
原子力研究
開発課



56
高レベル放射性廃棄物処分研究開
発

【概要】
①　高レベル放射性廃棄物の地層
処分事業を実施する原子力発電環
境整備機構（ＮＵＭＯ）が、今後調査
や処分施設の建設を行うために必
要な、地層処分技術の信頼性の向
上および処分場の安全評価手法の
高度化
②　それらの技術、評価が安全上問
題がないかを確かめる国が行う安全
規制のために必要なデータの整備
や安全評価手法の技術基盤の整備

【必要性】
○ 　極めて長期にわたる地層処分
事業を円滑に進めるため、安全かつ
信頼性のある技術を確立し、国民の
信頼を得ていくことが必要。
○ 　研究施設や研究成果の公開を
通じて、国民の理解を得ることが必
要。

8,734 8,302

○独立行政法人日本原子力研
究開発機構運営費交付金（エネ
ルギー対策特別会計）
・高レベル放射廃棄物処分研究
開発費：8,102百万円

○独立行政法人日本原子力研
究開発機構施設整備費補助金
（エネルギー対策特別会計）：
200百万円

資源配分方針に記載されている低炭素
社会構築のためには、原子力発電の推
進が重要。
その発電過程で発生する高レベル放射
性廃棄物を安全に処分する基盤技術
は着実に実施されるべき。
要求額については、研究開発の所要の
効率化による前年度減を行っている。

研究開発局
原子力研究
開発課

57 革新的水素製造技術開発

【概要】
　地球温暖化対策とエネルギー安定
供給を両立した低炭素社会実現に
向けた中長期的対策（2030年以降）
として、大きな温室効果ガス削減効
果が期待できる原子炉核熱を用いた
革新的水素製造方法（熱化学法）の
開発を実施。

【必要性】
○　今後温室効果ガスの排出を大幅
に削減するためには、既存技術の更
なる改良のみでは限界があり、抜本
的な削減を可能とする革新的な技術
の開発が必要。
○　本革新的水素製造技術は原子
炉の核熱を利用することから、原子
炉の経済性向上にも資する。

100 550

○独立行政法人日本原子力研
究開発機構運営費交付金（一般
会計）
・原子力基礎基盤研究費
　うち、革新的水素製造技術開
発費：550百万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、増額要求した。

研究開発局
原子力研究
開発課

58 原子力システム研究開発事業

【概要】
○　我が国が重点的に研究開発を
行っているナトリウム冷却型の高速
増殖炉の他、国際的には多様な炉
の開発が実施されている。
○　将来直面しうる様々な課題に的
確に対応し、我が国の原子力分野に
おける国際競争力を確保するため、
多様なシステムについて、大学等に
おける技術開発を促進。

【必要性】
○　原子力技術は、外国起源のもの
は、その利用に制限が加えられる場
合があり、自国の技術を保有する必
要性が高い分野。
○　このため、本施策により技術的
基盤を確保することは、国際競争力
を確保する上で重要。
○　現在、我が国の原子力分野にお
いては、学部・学科が減少しており、
人材育成の観点からも本施策は重
要。

5,769 5,555

・継続課題（19課題）：3,282百万
円
・新規課題（10課題）：2,017百万
円
・課題管理：256百万円

資源配分方針の「グリーンイノベーショ
ンの推進」、「革新的技術の推進」を受
けて所要の額を要求。

研究開発局
原子力研究
開発課

59
原子力基礎基盤戦略研究イニシア
ティブ

【概要】
我が国における原子力研究の裾野
をひろげ、効果的・効率的に基礎的・
基盤的研究の充実を図るため、政策
ニーズを踏まえたより戦略的なプロ
グラム・テーマを設定し、競争的な環
境の下で原子力の研究を推進する。

【必要性】
原子力基礎・基盤研究開発は、原子
力利用に係る技術基盤を高い水準
に維持し、新たな知識や技術を創出
し、人材の養成を担うなど我が国の
原子力エネルギー利用と発展を支え
るものとして重要である。

810 1,050

・戦略的原子力共同研究プログ
ラム
１課題あたりの金額：30百万円
うち間接経費：7百万円
採択予定課題数：17
・研究炉・ホットラボ等活用研究
プログラム
１課題あたりの金額：40百万円
うち間接経費：9百万円
採択予定課題数：8
・若手原子力研究プログラム
１課題あたりの金額：10百万円
うち間接経費：2百万円
　採択課題数：12
その他事務経費：100百万円

資源配分方針の「グリーンイノベーショ
ンの推進」、「基礎研究の推進」を受け
て所要の額を要求。

研究開発局
原子力計画
課



60 ＩＴＥＲ計画（建設段階）等の推進

【概要】
核融合エネルギーは、資源量・供給
安定性、安全性、環境適合性、核拡
散抵抗性、放射性廃棄物の処理・処
分等の観点で優れた社会受容性を
有し、恒久的な人類のエネルギー源
として魅力的な候補。このため核融
合エネルギーの科学的及び技術的
可能性の実証を目指したＩＴＥＲ計画
を７極（日・欧・露・米・韓・中・印）によ
る国際協力のもとで推進するととも
に、ＩＴＥＲ計画を補完・支援する先進
的核融合研究開発プロジェクトであ
る幅広いアプローチ活動を、日欧協
力のもとで推進する。

【必要性】
核融合エネルギー技術は、エネル
ギーの長期的安定確保、環境問題
克服の可能性を有することから、エ
ネルギー資源の乏しい我が国にとっ
て重要。また、核融合エネルギーの
実現は、人類共通の目標であり、
ITERを中核とした国際協力によりそ
の可能性を追求することは意義があ
る。さらに、核融合エネルギーの科
学的・技術的な実現可能性を実証す
ることは、科学技術の限界を突破
し、人類に長期的な持続的発展のビ
ジョンを与えるものであり、重要。

11,087 10,000

・国際核融合エネルギー機構分
担金：1,491百万円
・国際熱核融合実験炉研究費補
助金：5,151百万円
・施設整備費補助金(ITER関連
施設整備費)：3,358百万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、継続要求した。

研究開発局
研究開発戦
略官付

61
使用済燃料再処理技術（軽水炉再
処理関係）

【概要及び必要性】
○　エネルギー資源の乏しい我が国
は、原子力発電所から発生する使用
済燃料を再処理し、回収されたウラ
ン及びプルトニウムを有効利用する
核燃料サイクルの確立を図ることが
必要であり、再処理はその要となる
技術。
○　東海再処理施設では、これまで
使用済核燃料再処理の自主技術の
確立を図ってきた。
○　引き続き民間再処理工場への
技術協力、技術移転等を行う。

2,765 2,643

○　独立行政法人日本原子力
研究開発機構運営費交付金（エ
ネルギー対策特別会計）
・再処理技術開発費
　　うち、使用済燃料再処理技
術関係：2,643百万円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針を受けて、要求した。

研究開発局
原子力研究
開発課

63
産学イノベーション加速事業（うち、
先端計測分析技術・機器開発）

【概要】
　独創的な研究開発活動を支える基
盤を整備するため、産学連携によ
り、革新的な先端計測分析技術の要
素技術の開発を推進するとともに、
機器開発やその実用化・普及に向け
たプロトタイプ機の性能実証及びソ
フトウェア開発を推進する。
　開発された技術・機器の成果を社
会に還元すべく、国内外展示会への
出展や各種広報媒体を通じて、普及
を促進する。

【必要性】
　先端計測分析技術・機器開発は、
その開発自体が最先端の研究開発
であるとともに、その成果は、幅広い
研究領域において新原理・新物質の
発見や画期的な技術革新を先導す
るものである。これを推進することに
より、我が国科学技術の基盤を先進
国として相応しいものとするために本
事業は必要である。

6,300 5,501

○開発費（人件費、設備備品
費、消耗品費等）
【主な内訳】
・飛躍的な性能向上が期待され
る要素技術の開発推進：
39百万円×8課題（継続6課題、
新規2課題）
・プロトタイプ機の開発推進：
130百万円×20課題（継続19課
題、新規1課題）
・プロトタイプ機の性能実証、応
用開発推進：
100百万円×21課題（継続20課
題、新規1課題）
・計測分析のプロトタイプ機に対
する、ユーザビリティの高いアプ
リケーション、データベース等の
ソフト開発推進：
 50百万円×7課題（継続5課題、
新規2課題）

○開発成果の社会還元推進等
に係る経費：139百万円
（パンフ作成、シンポジウム開催
等）

「革新的技術の推進」を重点的に推進
すべき課題に掲げる資源配分方針を受
けて要求。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

64
イノベーション創出の基盤となるシ
ミュレーションソフトウェアの研究開
発

【概要】
イノベーションの創出や国民生活の
安全･安心を実現するために、大学
等が有するソフトウェア資産を活用
し、緊密な産学の連携体制のもと、
ものづくりを中心とした最先端の複
雑・大規模シミュレーションソフトウェ
アの研究開発を行うことにより、人材
育成やノウハウの共有を含めた我が
国全体のシミュレーションソフトウェ
アの開発・活用基盤の抜本的強化を
図る。

【必要性】
　本施策により開発するシミュレー
ションソフトウェア技術は、極めて高
い技術水準を要するものづくり分野
に共通の基盤技術であり、特定の企
業だけではその実施が困難であるこ
とから、産学官連携で研究開発を行
う必要がある。
　また、開発する基盤技術は、バイ
オやナノなどの他の産業分野への
応用も可能である。
　さらに本施策で開発されたシミュ
レーションソフトウェアはソフトウェア
ベンダーを通じて普及させることによ
り、ソフトウェアベンダーの人材育成
や技術開発力の向上が期待される
とともに、産業界のニーズに、よりタ
イムリーに対応したソフトウェア開発
が可能となる。

研究振興局
情報課

510 520

・１課題あたりの金額：520百万
円
うち間接経費：117百万円
・採択予定課題数：1
・その他事務経費：0.17百万円

　
　研究成果が実用化されることで、例え
ば自動車開発における衝突実験回数
が低減しエネルギー消費を低減。さらに
は自動車の燃費向上や次世代デバイ
スでの高集積化・消費電力低減といっ
た製品開発へ貢献することで資源配分
方針の「グリーンイノベーションの推
進」、「革新的技術の推進」、「人材育
成」に寄与することが想定される。



67
首都直下地震防災・減災特別プロ
ジェクト

【概要】
複雑なプレート構造の下で発生しう
る首都直下地震の姿（震源域、発生
可能性、揺れの強さ）の詳細を明ら
かにするため、首都圏でのプレート
構造調査等による震源断層モデル
構築を行うとともに、E-ディフェンスを
活用した震動実験により耐震技術の
向上に取り組む。また、地震が発生
した場合に首都機能を維持させるた
めの広域的危機管理・減災体制研
究を行う。

【必要性】
南関東で発生するM7程度の地震に
ついては、30年以内で70％程度と高
い発生確率が予測されている。当該
地域には、対策の必要な構造物等
が多数存在しており、国や地方公共
団体における効果的・効率的な防
災・減災対策や企業のBCP等に寄与
するためにも、早急に調査研究を進
める必要がある。

809 755

・プレート構造調査、震源断層モ
デルの構築等：546百万円
（中感度地震計を用いたプレート
構造調査等）

・都市施設の耐震性評価・機能
確保：143百万円
（震災時における建物の機能保
持に関する研究開発等）

・広域的危機管理・減災体制研
究：70百万円
（効果的な行政対応体制の確立
等）

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所要の額を要
求している。

研究開発局
地震・防災研
究課

501 501

・稠密海底地震・津波・地殻変動
観測：390百万円
（南海トラフ全域の地下構造を
明らかにするための長期型海底
地震計等の稠密・広域展開によ
る地震・津波・地殻変動観測等）

・モデル構築、シミュレーション研
究：60百万円
（３次元地殻構造情報に基づく
高精度地震発生予測モデルの
構築等）

・震動・津波予測、被害予測研
究：50百万円
（災害時の社会状況シミュレー
ションによる効果的・効率的な災
害対応、復旧・復興戦略の策定
等）

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所用の額を要
求している。

東海・東南海・南海地震の連動性評
価研究

【概要】
東海・東南海・南海地震についての
時間的及び空間的な連動性評価を
行うため、３つの地震の想定震源域
における稠密広域な海底地震・津
波・地殻変動観測や、シミュレーショ
ン研究、強震動予測、津波予測、被
害想定研究等を総合的に行う。

【必要性】
東海・東南海・南海地震の今後３０年
以内の地震発生確率は極めて高く
（想定東海地震：Ｍ８.０程度８７％、
東南海地震：Ｍ８.１前後６０～７０％
程度、南海地震：Ｍ８.４前後５０％～
６０％）、過去の記録や最新の研究
成果によると、これらの地震は将来
連動して発生する可能性が高いとさ
れている。また、東海・東南海・南海
地震が同時発生した場合、最大で経
済的被害が８１兆円、死者が２万５
千人に至るとされ、国の存立を揺る
がしかねない事態となる恐れがあ
る。
連動発生の可能性評価を含む短期
発生予測が実現されれば、効果的な
災害対策を検討することができるた
め、本事業を着実に実施する必要が
ある。
また、平成21年4月に地震調査研究
推進本部が策定した10年計画「新た
な地震調査研究の推進について」の
基本理念においても、我が国の社
会・経済活動に深刻な影響を及ぼす
東海・東南海・南海地震に関する調
査研究を戦略的に推進することとし
ている。

研究開発局
地震・防災研
究課

66
ひずみ集中帯の重点的調査観測・
研究

　【概要】
東北日本の日本海側の地域及び日
本海東縁部に存在する「ひずみ集中
帯」において、自然地震観測や海陸
統合地殻構造調査等を行うことによ
り、ひずみ集中帯の活断層や活褶曲
等の活構造を明らかにし、地震発生
メカニズムを解明するとともに、震源
断層モデルを構築することにより、地
震発生予測の精度向上を目指す。

【必要性】
平成16年新潟県中越地震、平成19
年新潟県中越沖地震等、近年「ひず
み集中帯」において、顕著な被害地
震が発生している。本地域には重要
施設も立地しているため、本事業に
より地下構造調査を進め、その成果
を早期に地震対策等に結びつけて
国民の安全・安心の向上に役立てる
必要がある。
また、平成21年4月に地震調査研究
推進本部が策定した計画「新たな地
震調査研究の推進について」におい
ても、当面10年間に取り組むべき基
本目標に「ひずみ集中帯を中心とし
た未調査活断層の評価の高度化」
が掲げられている。

596 596

・自然地震観測：316百万円
（陸域及び海域における稠密な
定常的地震観測等）

・制御震源を用いた地殻構造調
査：196百万円
（大型起震車、高分解能音波探
査装置等を用いた地下構造調
査等）

・GPS連続観測等による精密ひ
ずみ観測：20百万円
（精密なGPSキャンペーン観測
の実施による地殻変動の検知
等）

・活構造の地形地質調査：20百
万円
（空中写真判読、変動地形調
査、音波探査等の実施）

・強震動予測高精度化のための
研究：27百万円
（既存のデータの収集・整理等
による浅部・深部統合地盤モデ
ルの作成等）

・歴史地震等に関する記録の収
集と解析：16百万円
（歴史資料や地質資料、観測記
録の収集・再解析による地震の
震源断層の位置推定等）

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所用の額を要
求している。

研究開発局
地震・防災研
究課

65



68
地震・津波観測監視システム(第Ⅱ
期)

【概要】
大規模海溝型地震についての高精
度な地震発生予測を実現するため、
地震計、水圧計等を組み込んだマル
チセンサーを備えたリアルタイム観
測可能な高密度海底ネットワークシ
ステムを、南海地震の想定震源域に
敷設する。

【必要性】
東海・東南海・南海地震の今後３０年
以内の地震発生確率は極めて高く、
これらの地震が同時発生した場合、
最大で経済的被害が８１兆円、死者
が２万５千人に至るとされ、我が国の
存立を揺るがしかねない事態となる
恐れがある。本事業は、地震発生直
後の地震・津波地震・津波発生状況
の早期検知、緊急地震速報・津波予
測技術の高度化や、東南海地震と
の連動発生を含む高精度な地震発
生予測等を目指すものであり、迅速
かつ的確な防災・減災対策の実現に
欠かすことができない。

1,274 1,510

・海底ネットワークシステムの開
発：1,366百万円
（基幹ケーブル、観測装置の製
作等）

・海底ネットワークシステムの運
用：143百万円
（ケーブルメンテナンス、取得
データの解析等）

資源配分方針において、社会還元加速
プロジェクトが重点的に推進すべき課題
に掲げられたことから、前年度から約２
億円の増要求とした。

研究開発局
地震・防災研
究課

70 活断層調査の総合的推進

【概要】
「活断層基本図」の作成や「全国地
震動予測地図」の高度化を目的とし
て、重点的調査観測の対象とした活
断層や、地震が発生した場合に社会
的影響が大きい地域に存在する活
断層、これまで調査観測されてこな
かった沿岸海域の活断層等を対象と
した調査観測・研究を総合的に実施
する。

【必要性】
大きな被害をもたらした平成7年の阪
神・淡路大震災や、昨年6月に発生
した岩手・宮城内陸地震は、内陸の
活断層が原因となって引き起こされ
たものであり、国や地方公共団体に
おける効果的・効率的な防災・減災
対策を行うためには、主要な活断層
帯の存在位置・形状を明らかにし、
発生し得る地震の規模や確率を予
測する必要がある。
また、平成21年4月に地震調査研究
推進本部が策定した計画「新たな地
震調査研究の推進について」におい
ても、当面10年間に取り組むべき基
本目標に「活断層等に関連する調査
研究」が掲げられている。

660 620

・活断層の補完調査等：159百万
円
（活断層評価の信頼度を高める
ためのボーリング調査、トレンチ
調査等）

・活断層の重点的調査：220百万
円
（発生確率が高く、大都市圏に
近いなど、発生した際の社会的
影響が大きい活断層帯を対象と
した地震波探査、地質調査等）

・沿岸海域活断層調査：240百万
円
（これまで未調査であった沿岸
海域の活断層帯を対象とした音
波探査や海上ボーリングによる
海底地質調査等）

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所要の額を要
求している。

研究開発局
地震・防災研
究課

10
・リアルタイム通信の高度化の
技術開発の検討：10百万円

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所要の額を要
求している。

69
次世代地震・津波観測監視システム
のための予備的研究

【概要】
　平成21年度までの第Ⅰ期において
は、地震計・津波計等の各種観測機
器を組み込んだマルチセンサーを備
えた、リアルタイム観測可能な高密
度海底ネットワークシステムを東南
海地震の想定震源域に整備してき
たところであるが、平成22年度から
の第Ⅱ期では、東南海地震と連動し
て発生する可能性が高いとされる南
海地震の想定震源域の整備を開始
することとしている。また、地震・津波
観測監視システム開発中の平成１９
年１０月には緊急地震速報が実用化
されたことから、本システムを緊急地
震速報に活用できるようにすること
が重要である。
　このため、新たにリアルタイム通信
技術の高度化について研究開発を
実施することとし、平成２２年度は、
南海地震想定震源域におけるリアル
タイム地震・津波観測システムの模
擬的な環境下における通信を高速
化、安定化により最適化させる方法
について検討する。

【必要性】
　　地震・津波観測監視システムは、
社会還元加速プロジェクト「きめ細か
い災害情報を国民一人ひとりに届け
るとともに災害対応に役立つ情報通
信システムの構築」に向けて「情報を
収集する」ために必要不可欠な技術
開発である。
　東海・東南海・南海地震の今後30
年以内の地震発生確率は極めて高
く、発生した場合の被害も甚大にな
ると予想されており、これらの地震の
連動性評価を含む地震発生予測
や、防災・減災に直結する緊急地震
速報や津波予警報の精度向上に寄
与する本研究の緊急性、社会的・経
済的意義は極めて高い。

研究開発局
地震・防災研
究課防災科
学技術推進
室

10



71
リアルタイム地震情報システムの高
度化研究

【概要】
　活断層近傍など緊急地震速報が
間に合わない地域の解消を推進す
るため、平成２１年～平成２４年の４
カ年計画により、リアルタイム地震情
報システムの高度化の研究開発を
実施する。
　平成２２年度は
　・平成21年度に開発したプロトタイ
プ強震計の改良
　・複数観測点のデータによる処理
手法の検討
　・報知する手法の検討　等
を実施する。

【必要性】
　緊急地震速報は地震計で得られた
データをその都度解析し、その結果
を報知するものであるため、震源近
傍など速報が間に合わない地域が
存在する。その問題を解決するため
には、取得データをその場で解析し
報知するリアルタイム地震情報シス
テムの構築・高度化を実施すること
が必要。

43 43
・リアルタイム地震情報システム
の高度化に関する研究開発等：
43百万円

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所要の額を要
求している。

研究開発局
地震・防災研
究課防災科
学技術推進
室

73 災害リスク情報プラットフォーム

【概要】
　散在する地震などの災害情報や、
経済的・人的被害予測などのリスク
情報といった各種災害情報等を集約
し、災害のリスクを評価するととも
に、それらの災害に関する情報を統
合した上で、高精度なリスクマップ等
の災害リスク情報をわかりやすい形
で提供することにより、国の防災対
策や地域・一般住民の防災力の向
上を図る。
　平成22年度は、地震災害以外の各
種災害（地すべり、風水害、火山等）
についても関係情報を集約する。

【必要性】
　自然災害の多発地域に位置する
我が国において、それらに関するハ
ザード及びリスク情報を集約し、発
信、活用していくためのシステムを構
築することは極めて重要である。ま
た、災害リスク情報を行政や国民の
意識啓発や行動に的確に活かせる
よう、情報を提供するだけではなく、
その活用手法も開発・提供する必要
がある。

1,136 580

・災害関連情報収集及びデータ
整理等：100百万円
・災害ハザード・リスク評価シス
テムの研究開発：457百万円
・利用者別災害リスク情報活用
システムの研究開発：23百万円

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所要の額を要
求している。

研究開発局
地震・防災研
究課防災科
学技術推進
室

72
実大三次元震動破壊実験施設を活
用した耐震実験研究等

【概要】
　世界で唯一実物大の建造物を用
いた実験が可能な震動台Ｅ－ディ
フェンスを活用した実験を行うこと
で、建築構造物・社会基盤施設の地
震時挙動を解明し、高度な耐震技術
の開発を促進するとともに、高精度
な数値シミュレーション技術を開発す
る。
　また、地震被害軽減を図るための
地震防災研究の重要拠点施設とし
てＥ－ディフェンスを効果的・効率的
に運営していくため、本施設整備及
び施設を構成する実験装置・施設設
備の点検・維持管理を行う。
平成２２年度は、
・コンクリート系の新材料・新工法を
用いた長寿命構造物の耐震実験
・都市機能の支えるエネルギー施設
等の社会基盤施設の振動実験　等
を実施する。

【必要性】
　我が国は世界有数の地震多発地
帯に位置し、有史以来、数多くの地
震災害を経験している。今世紀中頃
までにその発生が確実視される東
海・東南海・南海地震や首都圏他大
都市を襲う直下地震により、未曾有
の被害をもたらすことが予想される。
　阪神・淡路大震災では約６，４００
名もの人命が失われ、死亡原因の
約８割が建物倒壊による圧死であっ
た。また、直接被害額は約９．６兆円
にも上った。これら地震災害に対して
は、我々の生活空間と社会基盤の
耐震性を確保することが極めて重要
である。
　このような中、様々な構造物の破
壊メカニズムの解明及び耐震技術の
高度化のため、多様な構造について
の実験データを蓄積することが重要
であり、今後とも世界で唯一実大規
模の加振実験ができるE-ディフェン
スでの実験研究が必要である。

1,812 2,112

・建築構造物実験研究：141百万
円
・社会基盤施設実験研究：105百
万円
・数値震動台の確立を目標とし
た構造物崩壊シミュレーション技
術の開発：64百万円
・保守・点検：1,402百万円

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所要の額を要
求している。

研究開発局
地震・防災研
究課防災科
学技術推進
室



79

航空機・エンジンの全機インテグレー
ション技術及び先進要素技術
（国産旅客機高性能化技術の研究
開発、クリーンエンジン技術の研究
開発）

【概要】
わが国が開発する旅客機や航空エ
ンジンに対して燃費向上（CO2削減）
や騒音低減など環境面で高い付加
価値技術を付与することを目的とし
て、産学官連携体制の下、先端的・
基盤的技術（例：低コスト複合材によ
る軽量化やエンジン高効率化による
燃費向上）の研究開発を実施する。

【必要性】
旅客機開発は、欧米、カナダ、ブラジ
ル等の各国が国策により技術開発
を進めており、また、達成すべき環
境・安全面の国際基準は今後も順
次、段階的に強化されていく中で、
我が国の航空機産業が今後とも国
際競争力を確保、拡大していくため
には、我が国として高いレベルの基
盤技術を獲得・蓄積し、民間に貢献
していく必要がある。
これまでに、YS-11以来約半世紀ぶ
りとなる国産旅客機の事業化判断、
国際共同開発における我が国のシェ
ア確保のほか、獲得した知見を活か
し事故調査活動や国際標準化活動
にも貢献してきている。

2,166 1,731

国産旅客機高性能化技術の研
究開発：1,266百万円
クリーンエンジン技術の研究開
発：465百万円

資源配分方針の最重要政策課題であ
るグリーンイノベーションに該当する施
策。
22年度は、国産旅客機高性能化技術
の研究開発は、21年度に引き続き、低
炭素化（低燃費化）・低騒音化に資する
先端技術の実証試験等のため、前年同
規模で着実に推進。また、クリーンエン
ジン技術については、低環境負荷（低
CO2・低NOx・低騒音化）要素技術の研
究開発が進展し、関連する設備整備も
一段落したことから、予算規模を縮小。

研究開発局
参事官（宇宙
航空政策）付

619

事故防止技術の研究：314百万
円
高精度運航技術の研究：305百
万円

航空機の乱気流等気象影響による事
故や欠航、トラフィック増加に起因する
異常接近、遅延等は国民生活に重大な
影響や不安を与えるものであり、これら
の課題解決に向けて、これまで国土交
通省航空局やエアライン等運航者と連
携をとりつつ技術開発を進めてきてお
り、22年度は、世界初となる航空機搭
載型乱気流検知装置（ドップラーライ
ダ）と回避装置を組み合わせた運用評
価試験やGPSに基づく空港への精密進
入シミュレーション等を行うための必要
額を計上し、増額。

研究開発局
参事官（宇宙
航空政策）付

80 全天候・高密度運航技術

【概要】
乱気流等による航空事故や航空交
通量の大幅な増加に対して航空機
をこれまで以上に安全かつ効率良く
運航するため、産学官連携体制の
下、高い精度での運航技術（例：乱
気流機上検知・回避装置、GPSに基
づく航法、航空機同士の異常な接近
の回避など）及び、事故防止技術の
研究開発を実施する。

【必要性】
昨今の重大な航空事故や航空交通
量の増加を受けて、国際機関
（ICAO）による安全基準の制定・強
化や次世代航空交通システムへの
移行の要請がなされており、我が国
においても、国民生活の安全、安心
を確保し、航空産業の国際競争力向
上を図りつつ、国際標準化活動に貢
献していくため、先端技術の開発を
進めていく必要がある。
これまでに、世界初となる航空機搭
載型乱気流検知装置（ドップラーライ
ダ）や世界最高水準の精度を誇る超
小型衛星航法装置（一部商品化［小
型無人機用］）、パイロット用訓練
ツール（本邦航空会社７社、海上保
安庁、自衛隊、航空局が使用中）、
消防防災ヘリ用運航管理システム
（消防庁と評価中）を開発し、順次、
実用化してきている。

546

2,703

衛星バス開発　　　 ：404百万円
地上設備の開発等 ：1,175百万
円
運用（準備を含む）  ：1,124百万
円

革新的技術を推進する資源配分方針も
踏まえ、施策を推進する。平成22年度
は、衛星バス等の開発が概ね完了しつ
つあるため予算規模を縮減。

研究開発局
宇宙開発利
用課

82 準天頂高精度測位実験技術

【概要】
準天頂軌道に衛星を配することによ
り山間部、ビル陰等に影響されず全
国をカバーする高精度な測位サービ
スの実現を目指し、関係府省が連携
して準天頂衛星システム計画を推進
中。
準天頂衛星初号機は文部科学省、
総務省、経済産業省、国土交通省が
共同して開発中であり、平成22年度
は初号機を打ち上げるとともに、技
術実証・利用実証に着手する。

【必要性】
宇宙基本法計画や地理空間情報活
用推進基本計画等において、衛星
測位は国民生活の向上及び国民経
済の健全な発展を図るための不可
欠な基盤とされており、中核となる準
天頂衛星システム計画を着実に推
進していく必要がある。
また、準天頂衛星システムによる測
位可能な時間・空間の拡大や測位
精度の大幅向上によって、山間部、
ビル陰等における位置把握・通知
や、CO2排出削減に寄与する道路交

通・森林管理など高度な衛星測位
サービスの提供が可能となり、国及
び国民の安全・安心、セキュリティ、
環境問題を含めた様々な利用に供さ
れることが期待されている。

7,197



83
陸域・海域観測衛星システムの
研究開発

【概要】
陸域観測技術衛星「だいち」(ALOS)
で実証された技術や利用成果を発
展させ、国内外の大規模自然災害
に対して、高分解能かつ広域の観測
データ等を迅速に取得・処理・配信
するシステムを構築し、関係機関の
防災活動、災害対応において利用
実証を行う。
災害状況把握に加え、国土管理や
資源管理など衛星の運用の過半を
占める平常時のニーズにも対応した
多様な分野における衛星データの利
用拡大を図る。
平成22年度は、ALOS-2及びALOS-
3の開発等を行う。

【必要性】
地球観測衛星により得られる情報
は、災害時の情報把握、地殻変動の
予測・監視、国土情報の蓄積、地図
作成、森林の変化等、社会的ニーズ
への対応のために不可欠なものと
なっている。現在運用中の「だいち」
は、設計寿命を超えて運用されてい
ることから、合成開口レーダ技術及
び光学センサ技術をそれぞれ高度
化し、後継衛星を遅滞なく開発し、打
上げを行うことが必要。

1,350 2,293
ALOS-2　　：1,943百万円
ALOS-3等 ：350百万円

グリーンイノベーションや革新的技術、
科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は、平成25年度の打上げに向けた
ALOS-2の開発等を増額。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

84
陸域観測技術技術衛星（ＡＬＯＳ）の
運用

【概要】
これまでの陸域観測技術を高度化
し、地図作成、地域観測、災害状況
把握、資源探査等への貢献を図る。
Lバンド合成開口レーダは、経済産
業省との共同開発。
平成18年1月打上げ。
平成22年度は、引き続き「だいち」を
運用し、国内防災関連機関等の要
請による災害の緊急観測の他、地図
作成、地域観測、資源探査のための
観測を実施し、関係機関にデータを
提供する。

【必要性】
災害時の情報把握、地殻変動の予
測・監視、地図作成、森林・植生の変
化把握等、社会的ニーズへの対応
のため、全球にわたって均一の精度
で広範囲を観測する衛星により、陸
域観測を継続することが必要。

2,964 2,689
追跡管制運用等　486百万円
データ処理・研究等　2,203百万
円

グリーンイノベーションや革新的技術、
科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は運用の効率化を図る。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

84 安全・安心科学技術プロジェクト

【概要】
テロ対策技術や災害時の情報シス
テムなど、安全・安心な社会の構築
に貢献する分野の課題について、そ
の成果が社会において実用化される
ことを目指して、研究開発を進める。
また、安全・安心に資する科学技術
推進のための関連研究者等のネット
ワークを構築し、関連情報の集積を
図る。

【必要性】
第３期科学技術基本計画において
は、「健康と安全を守る～安心・安全
で質の高い生活のできる国の実現
に向けて～」という理念の下、政策
目標として「安全が誇りとなる国－世
界一安全な国・日本を実現」を掲げ
ている。これらに基づき、テロ対策技
術等の安全・安心な社会の構築に資
する分野の課題について、研究開発
を実施する必要がある。

538 501

テロ対策技術等に係る研究開発
・1課題あたりの金額：67百万円
・課題数：3

地域社会の安全・安心の確保に
係る研究開発
・1課題あたりの金額：39百万円
・課題数：5

関連研究者等のネットワーク構
築
・1課題あたりの金額：37百万円
・課題数：2

資源配分方針の「基本的考え方」にお
いて、新内閣の基本方針におけるの４
つの考え方に示された「人の命を大切
に」の課題解決に向けた科学技術施策
について重点的に推進することとされて
おり、本事業については着実に実施し
ていく必要があるため、所要の額を要
求している。

科学技術・学
術政策局
安全・安心科
学技術企画
室

44,265

H-IIAロケット　16,898百万円
H-IIBロケット　1,386百万円
宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ）
25,981百万円

革新的技術を推進する資源配分方針も
踏まえ、施策を推進する。平成22年度
は金星探査機（PLANET-C）及び準天
頂衛星の打上げが計画されていること
から、H-IIAロケットの経費が増額（平成
21年度はH-IIAロケットの打上げ予定な
し）。
H-IIBロケットについては、試験機の飛
行評価結果等による性能詳細解析等を
実施し、開発を完了するため予算を縮
小。HTVについては、HTV後続機の製
作を確実に実施するため予算を増額。

研究開発局
宇宙開発利
用課

85 宇宙輸送システム

【概要】
（H-IIAロケット）
我が国の自律的な宇宙開発利用活
動の展開を可能とする基幹ロケット。
13号機（平成19年9月打上げ）より民
間による打上げ輸送サービスを開
始。これまでに9機連続打上げに成
功し、15号機までの成功率は93．
3%(14/15)。
（H-IIBロケット）
基幹ロケットの国際競争力の強化及
び国際約束である国際宇宙ステー
ションへの物資補給の確実な履行の
ため、H-IIAロケットをベースに打上
げ能力を向上させたロケット。官民
共同で開発し、平成21年9月11日に
試験機の打上げに成功。
（宇宙ステーション補給機（ＨＴＶ））
国際宇宙ステーション（ISS）の運用
に必要な水・食料、実験機器等の物
資補給を行う無人輸送機。平成21年
9月から11月にかけて、技術実証機
によるISSへの補給に初めて成功。

【必要性】
宇宙輸送システムは、我が国が必要
な時に、必要な人工衛星等を宇宙空
間に打ち上げるために不可欠な技
術である。また、巨大システム技術
の統合であり、極めて高い信頼性を
もって製造・運用する技術が要求さ
れ、幅広い分野に波及効果をもたら
すことから、国家的な長期戦略の下
に推進する必要がある。

39,551



86 Bepi Colombo(水星探査プロジェクト)

【概要】
欧州宇宙機関(ESA)との国際協力に
より、世界で初めて謎に満ちた水星
の磁場・磁気圏・内部・表層にわたる
総合観測で水星の現在と過去を明ら
かにする。全体構成は、2つの探査
機（水星磁気圏探査機（MMO）と水
星表面探査機（MPO））からなり、日
本はMMO探査機を担当する。
平成22年度は、MMOを平成24年度
に欧州へ引き渡すことを目指し、
MMOの開発を進める。

【必要性】
地球型惑星で固有磁場を有するの
は、水星と地球だけであるため、惑
星の磁場の解明に大きく貢献する。
また水星の内部構造の探査は、太
陽系形成における地球型惑星の起
源と進化を知る手掛かりとなることか
ら、太陽系探査科学において重要な
科学的意義がある。

2,010 2,010
衛星開発：1,968百万円
運用（準備を含む）：42百万円

資源配分方針の基礎研究の推進、科
学技術外交の戦略的展開から必要とな
る先端研究分野の国際協力の推進、最
重要政策課題や重点的に推進すべき
課題のための基盤的課題に関連する
施策である。宇宙の限界領域を探求
し、知と革新の源泉となる知的蓄積を形
成し、世界的な"飛躍知"創出における
我が国の存在感を高めることが期待さ
れる。予算を厳しく吟味する中で、22年
度には衛星製作作業を継続し、着実な
推進を図る。

研究開発局
参事官（宇宙
航空政策）付

89
超高速インターネット衛星「きずな」
(WINDS)を用いた国際共同実験

【概要】
世界最速となる1.2Gbpsの通信速度
を可能とする超高速インターネット衛
星「きずな」を運用し、アジア・太平洋
地域でのデジタルデバイド解消等に
資する国際共同実験（衛星通信を用
いた災害対策、遠隔医療、遠隔教育
など）等を推進する。
平成22年度は、基本実験等を実施
する。

【必要性】
科学技術外交に資するため、アジ
ア・太平洋地域でのディジタル・ディ
バイド解消への貢献等に向けて国際
共同実験等を推進することが必要で
ある。

1,264 1,310
追跡管制運用等：236
基本実験等：1074

科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は科学技術外交等に貢献するた
め利用実験を増額。

研究開発局
宇宙開発利
用課

87
GXロケット（LNG推進系飛行実証プ
ロジェクト）

【概要】
ＧＸロケットは、官民協力、各省連携
で進められている中型ロケットプロ
ジェクト。
液化天然ガス(ＬＮＧ)推進系の開発
及び飛行実証を行い、さらに、同技
術をＧＸロケットの第２段機体として
活用することにより、宇宙産業の強
化に資する。
平成22年度は、「ＧＸロケットの今後
の進め方について」（平成２１年８
月、内閣官房長官、宇宙開発担当大
臣、文部科学大臣、経済産業大臣の
4閣僚の連名）を踏まえ、ＬＮＧエンジ
ンの地上での開発を推進。

【必要性】
ＧＸロケットは、宇宙基本計画では、
中型ロケットとしての効率的な輸送
の提供、基幹ロケットのバックアップ
ロケット、戦略的な日米協力関係の
構築、民間の宇宙開発利用への参
入に向けた産業振興、液化天然ガス
（ＬＮＧ）推進系技術の獲得、の5つの
観点の意義があるとされている。
特にＬＮＧ推進系については、燃料
のＬＮＧが液体水素と比して宇宙空
間での貯蔵性に優れ、安全性が高
いという特長のある技術であり、我
が国が国際的に優位性が高く、今後
の軌道間輸送や月探査等での利用
が想定されるため、宇宙空間での実
証を行い、その技術を確立していくこ
とが必要である。

10,700 5,800
LNG推進系の開発：4,300百万円
LNG推進系に係る基礎研究：
1,500百万円

他国の追随を許さない技術開発を推進
する資源配分方針も踏まえ、施策を推
進。平成22年度はLNGエンジンの地上
での開発に限定した経費を計上。

研究開発局
宇宙開発利
用課

15,437
JEMの運用：10,651百万円
JEMの利用：4,787百万円

科学技術外交を推進する資源配分方
針も踏まえ、施策を推進する。平成22
年度は、予算の合理化を行いつつ、日
本唯一の有人宇宙施設である「きぼう」
の運用および宇宙飛行士の滞在等によ
る有人宇宙技術の蓄積を行うとともに、
地球温暖化防止に向けた地球の環境
観測への貢献や先端研究分野の国際
協力につながる「きぼう」利用成果の継
続的な創出のために、22年度以降の科
学研究の軌道上宇宙実験準備等の経
費を増額。

研究開発局
宇宙開発利
用課
宇宙利用推
進室

88
日本実験棟「きぼう」(JEM)の開発・
科学研究等

【概要】
国際宇宙ステーション(ISS)計画は、
日本、米国、欧州、カナダ、ロシアの
５極共同での平和目的の国際協力
プロジェクトであり、低軌道（約４００
km）の地球周回軌道上で組み立てら
れ、運用される有人ステーション。
我が国は、｢宇宙基地協定｣などの国
際約束の下、日本の実験棟「きぼう」
を提供するほか、宇宙ステーション
補給機（HTV) による物資補給を行
う。
平成22年度は、前年度に引き続き
JEM運用・科学研究等を着実に実施
する。

【必要性】
日本実験棟「きぼう」の利用は、我が
国にとって、豊かな国民生活の質の
向上（健康長寿社会の実現）、世界
をリードする科学的成果の創出（知
的資産の蓄積、人類の活動領域の
拡大）、及び有人宇宙技術などの高
度な技術を獲得するものとして大き
な意義がある。
今年度完成した「きぼう」を有効に活
用し、創薬・医療分野など国民生活
への利益の還元を目指した研究成
果や微小重力等を利用した最先端
の科学的成果、地球観測による世界
の環境観測への貢献など多くの利
用成果を創出していく必要がある。

15,371



1,500

①衛星利用の裾野拡大　  ：850
百万円
②準天頂衛星の利用促進 ：650
百万円

※平成22年度の採択件数、採
択金額については宇宙利用促
進調整委託費審査評価会にお
いて審議し、その結果をふまえ
文科省において決定される予
定。

資源配分方針の最重要政策課題や重
点的に推進すべき課題のための基盤
的課題に関連する施策である。平成２２
年度は、衛星利用の裾野拡大を目的と
して、衛星データ利用のための技術開
発や新規利用開拓、人材育成等に関す
る取組みを拡充して実施するとともに、
特に準天頂衛星の利用促進のための
取組を新たに実施する。

研究開発局
参事官（宇宙
航空政策）付

92 宇宙利用促進調整委託費

【概要】
宇宙基本法に沿って、衛星利用の裾
野拡大を目的として、衛星データ利
用のための技術開発や新規利用開
拓、人材育成等に関する取組みを拡
充して実施するとともに、特に準天
頂衛星の利用促進のための取組を
新たに実施する。

①衛星利用の裾野拡大
　宇宙利用は、気象、通信・放送など
の分野において、既に日常生活に浸
透し不可欠な存在になっているもの
の、それ以外の分野では、広範な利
用や国民生活への定着が必ずしも
十分なものになっていない。その原
因として、宇宙利用が有する可能性
等の情報やノウハウが不足している
こと、先行的な宇宙利用の事例が継
続的な実利用に結びついていないこ
と、技術的課題があり利用が困難で
あること等が考えられることから、そ
れらの課題の解決に資する取組み
を、大学や民間企業等から幅広く公
募し、実施する。

②準天頂衛星の利用促進
　特に準天頂衛星に関しては、平成
22年度の初号機の打上げ後、民間
や関係府省等による利用実証が予
定されていることから、地上システム
と連携した利用の促進を目指す取組
を実施する。

【必要性】
宇宙の利用を促進する上で、これま
では以下のような課題があった。
　・衛星データを利用したいものの、
情報やノウハウが不足していて利用
できない。（例えば陸域観測衛星の
データを一般農家が活用できるよう
にするためのシステムの開発。）
  ・衛星データを利用するための技術
開発や新規利用法の開拓を行いた
いものの、リスクが大きくて出来な
い。（例えば陸域観測衛星や測位衛
星のデータを加工した防災情報を携
帯電話やカーナビで受信できるシス
テムの開発。）
  ・衛星データ利用全体を下支えす
る人材育成が十分ではない。 （例え
ば衛星データを活用した教材開発と
それを用いた教育プログラムの開
発）
これらの課題を解決し、宇宙利用の
裾野の拡大を図るため、本事業を行
うことが必要である。
特に準天頂衛星プログラムについて
は、平成21年6月に決定された「宇宙
基本計画」において「準天頂衛星を
活用して高精度な測位を達成し、人
工衛星と地上システムが連携した、
シームレスなパーソナルナビゲー
ション等の新たな利用アプリケーショ
ンの創出による利便性向上」等を図
るとされており、本事業により利用を
積極的に促進していく必要がある。

300

90 宇宙太陽光発電に係る研究開発

【概要】
宇宙で太陽光発電を行い、そのエネ
ルギーを地上へ伝送して、地上にお
いて電力等として利用する新しいエ
ネルギーシステム。宇宙では昼夜天
候に左右されず安定的に発電が可
能で、地上の太陽光発電の約10倍
効率が良くなることが期待される。そ
の実用化に向けた見通しをつけるた
め、宇宙太陽光発電の実現に必要
な技術の研究開発を行う。
平成22年度は、マイクロ波方式と
レーザー方式のエネルギー伝送技
術の開発等を実施する。
【必要性】
地上では、再生可能エネルギー電源
（太陽光発電、風力発電等）の利用
が進められているが、昼夜天候に左
右されるため安定性などの課題があ
り、この課題などが克服できる宇宙
におけるエネルギー利用はまだ行わ
れていない。地上における再生可能
エネルギー開発の進捗とも比較しつ
つ、宇宙太陽光発電による新エネル
ギーの実現を図ることが必要。

271 500

マイクロ波方式宇宙太陽光利用
技術 ：200百万円
レーザー方式宇宙太陽光利用
技術　 ：171百万円
「きぼう」や小型衛星による実証
システムの検討等　：　129百万
円

グリーンイノベーションを推進する資源
配分方針も踏まえ施策を推進する。平
成22年度は、エネルギー伝送実証等の
予算を増額。

研究開発局
宇宙開発利
用課



96
「ちきゅう」による世界最高の深海底
ライザー掘削技術の開発

【概要】
　国家基幹技術「海洋地球観測探査
システム」に位置付けられている、大
深度（海底下7,000m）、大水深
（4,000m）からの掘削技術、掘削孔で
の観測技術、現場環境を保持しての
試料採取する技術開発を実施。
　平成22年度は、統合国際掘削計画
（IODP）における国際運用のもと、
「ちきゅう」によって平成19年度から
開始した南海トラフ地震発生帯掘削
計画を着実に継続するとともに、大
深度での掘削に関わる技術開発に
ついて重点的に実施。

【必要性】
　本施策は、海底下を掘削し、マント
ルまで到達することで、過去からの
気候変動や地震発生メカニズムの
解明、生物資源・エネルギー資源の
利活用に向けた知見を得るものであ
り、防災・減災等、国民の安全・安心
な生活を実現し我が国のエネルギー
保障に貢献するものである。特に、
世界が追従できない深海底ライザー
掘削技術の研究開発については、
我が国が先導して技術開発を実施し
ていくことが必要不可欠。

6,626 4,480
（独）海洋研究開発機構運営費
交付金の内数

　第三期科学技術基本計画における分
野別推進戦略において、フロンティア分
野の戦略重点科学技術として位置づけ
られており、また、国家基幹技術のう
ち、次世代海洋探査システムにも位置
付けられる。
　22年度の資源配分方針においては、
重点的に推進すべき課題として設定さ
れている革新的技術の推進にも該当す
ることから、また、昨年度の優先度判定
においても着実に実施すべきとされて
いる。
　当該指定を踏まえ、平成21年度予算
額からは適宜効率化を図りながら、引
き続き施策の継続的な実施を進める。

研究開発局
海洋地球課

97 次世代型巡航探査機技術の開発

【概要】
　船舶等の従来の観測手段では調
査することが困難な海域や海象条件
における探査能力を格段に向上させ
るため、長時間・長距離の航行能力
を持つ巡航型の無人探査機の開発
を実施。

【必要性】
　海洋の広域を自在に調査・観測す
ることを可能とすることにより、エネ
ルギー・鉱物資源の確保や地震のメ
カニズムの解明など経済社会の持
続的発展や国民の安全・安心な生
活を実現することに貢献する。
　また、現在、「うらしま」を上回る長
時間・長距離を無浮上で航走する巡
航型の無人探査機は世界に存在せ
ず、世界に先駆けて本施策を実施す
ることにより、現在未利用の海底資
源の開発や地震のメカニズムの解
明のみならず、海洋環境の保全及び
海洋物理学や地球物理学、生物学
等の研究の推進に大きく資すること
が期待される。

711 681
（独）海洋研究開発機構運営費
交付金の内数

　第三期科学技術基本計画における分
野別推進戦略において、フロンティア分
野の戦略重点科学技術として位置づけ
られており、また、国家基幹技術のう
ち、次世代海洋探査システムにも位置
付けられる。
　22年度の資源配分方針においては、
重点的に推進すべき課題として設定さ
れている革新的技術の推進にも該当す
ることから、また、昨年度の優先度判定
においても着実に実施すべきとされて
いる。
　当該指定を踏まえ、平成21年度予算
額からは適宜効率化を図りながら、引
き続き施策の継続的な実施を進める。

研究開発局
海洋地球課

98
大深度高機能無人探査機技術の開
発

【概要】
　海洋・地球システムの解明に不可
欠な大水深（水深7,000m以上）にお
ける海洋データの取得や海底地震
ケーブルの敷設・保全などに必要な
重作業・精密作業を行うための技術
開発を実施。

【必要性】
　大水深における海洋データの取得
や海底地震ケーブルの敷設・保全等
により、深海底における地震調査、
資源探査等が可能となることで、我
が国における資源・エネルギーの確
保や地震の予測・対策に貢献するも
の。
　また、当該施策において開発を目
指している大深度で精密な作業や重
作業が可能な探査機は世界に存在
しないことから本施策の実施により、
世界に先駆けた未利用の海底資源
の開発や地震のメカニズムの解明、
海洋環境の保全及び海洋物理学等
の科学の推進に大きく貢献すること
が期待される。

352 465
（独）海洋研究開発機構運営費
交付金の内数

　第三期科学技術基本計画における分
野別推進戦略において、フロンティア分
野の戦略重点科学技術として位置づけ
られており、また、国家基幹技術のう
ち、次世代海洋探査システムにも位置
付けられる。
　22年度の資源配分方針においては、
重点的に推進すべき課題として設定さ
れている革新的技術の推進にも該当す
ることから、また、昨年度の優先度判定
においても着実に実施すべきとされて
いる。
　当該指定を踏まえ、平成21年度予算
額からは適宜効率化を図りながら、引
き続き施策の継続的な実施を進める。

研究開発局
海洋地球課

99
海洋資源の利用促進に向けた基盤
ツール開発プログラム

【概要】
海底熱水鉱床等の海洋資源につい
て効率的・効果的に探査するための
基盤となる探査技術（センサー等）の
研究開発を公募により実施し、日本
周辺海域における新たな海洋鉱物
資源の開発・確保に貢献する。
平成２２年度は、平成２０年度及び平
成２１年度に採択された、海底熱水
鉱床等の存在場所や資源量を探査
するための探査技術に関する研究
開発を実施する。

【必要性】
世界第6位の広さを誇る領海及び排
他的経済水域には、海底熱水鉱床
やコバルトリッチクラストといった海
洋鉱物資源が存在しているものの、
これら資源の開発にあたり不可欠と
なる資源の分布や資源量をより効率
的に把握するための探査技術は確
立されていないことから、海底下構
造の把握等、海洋鉱物資源の探査
に必要となる基礎的な技術力を持つ
ことが不可欠。

700 700

平成２０年度採択課題：（4課題：
継続）
　１課題あたりの金額：88百万円
　　　  ・うち間接経費：20百万円
平成２１年度採択課題
     （海底下構造・物性の探査手
法の高度化：3課題：絞込みの上
継続）
　１課題あたりの金額：97百万円
　 　　 ・うち間接経費：22百万円
平成２１年度採択課題
　　 （海底熱水鉱床の成因論等
を考慮した新たな探査手法に関
する研究：2課題：絞り込みの上
継続）
　１課題あたりの金額：28百万円
 　　　 ・うち間接経費：7百万円
その他事務経費：2

　平成22年度においては、平成21年度
採択課題について、フィージビリティスタ
ディから実際の探査技術の開発に
フェーズが移るにあたって、実施課題数
を絞込み重点的に研究資金を配分する
こととし、プログラム全体としては、平成
21年度と同額で実施する。
　また、昨年度の優先度では当該プロ
グラムを加速することとされており、既
に採択されている課題について着実に
研究開発を推進する。

研究開発局
海洋地球課



100 特別研究員事業

【概要】
優れた能力を有する大学院博士課
程在学者（ＤＣ）及び大学院博士課
程修了者等（ＰＤ）に対して、一定の
期間、研究奨励金を支給し、自由な
発想のもとに主体的に研究課題等を
選びながら、生活の不安なく研究に
専念する機会を与え、その能力を最
大限に発揮できるよう支援する。
　・博士課程(後期)学生(ＤＣ)：20万
円/月 （年額240万円）、2年間又は3
年間
　・博士課程修了者等(ＰＤ)：36.4万
円/月 (年額436.8万円)、3年間
　・ＰＤのうち、特に優れた者(ＳＰＤ)：
44.6万円/月 （年額535.2万円）、3年
間
　・出産等による研究中断の復帰者
(ＲＰＤ)：36.4万円/月 (436.8万円)、2
年間(3年間)
　　あわせて、ＤＣ、ＰＤ、ＲＰＤには
150万円以下/年、ＳＰＤには300万円
以下/年の科学研究費補助金が申
請により交付される。
平成２２年度はＤＣの支援人数の拡
大（４，６００人→４，８５０人）、ＲＰＤ
の支援人数の拡大（９０人→１２０
人）・支援期間の延長（２年→３年）及
びＰＤの申請資格等の改訂を図る。

【必要性】
我が国が科学技術の力で世界を
リードするには、新たな知識の創造
や未来を切り拓く研究が重要。将来
を担う優れた若手研究者に「研究奨
励金」を給付し、経済的な不安を感じ
ることなく研究に専念することで、そ
の能力を飛躍的に向上させる必要
がある。

16,314 17,042

研究奨励金
・ＤＣ：11,640百万円
・ＰＤ・ＳＰＤ：4,788百万円
・ＲＰＤ：524百万円
審査運営費等：90百万円

科学技術人材の育成強化を推進する
資源配分方針を受けて、増額要求し
た。

科学技術・学
術政策局基
盤政策課

647

１課題あたりの金額：38.5百万円
（継続分）、33百万円（新規分）
　・うち間接経費：3.5百万円（継
続分）、3百万円（新規分）
支援予定課題数：15百万円

より魅力ある理数教育への改善を含
め、科学技術人材の育成強化を推進す
る資源配分方針を受けて、増額要求し
た。

科学技術・学
術政策局基
盤政策課

101 理数系教員養成拠点構築事業

【概要】
大学や大学院が、教育委員会と連
携して、理数に優れた指導力を有し
各学校や地域の理数指導において
中核的な役割を果たす小・中学校教
員（コア・サイエンス・ティーチャー）を
養成するための取組を支援する。
平成２２年度は15機関のコア・サイエ
ンス・ティーチャー養成に係る取組を
支援する（新規10機関、継続5機
関）。

【必要性】
小学校の学級担任として理科を教え
る教員のうち、理科全般の内容の指
導が「苦手」か「やや苦手」と感じる
割合が約5割にのぼり(中学校理科
教員では、地学分野についての同割
合が最も高く約4割)、また、理科の実
験や観察の知識・技能について、
「低い」または「やや低い」と感じる割
合が約7割にのぼる(中学校理科教
員では約 3割)という調査結果がでて
おり（「平成20年度小学校理科教育
実態調査及び中学校理科教師実態
調査に関する報告書」(平成21年4月
（独）科学技術振興機構理科教育支
援センター）、小・中学校における理
科や算数・数学に関する指導の充実
を図る必要がある。
そのためには、理科や算数・数学に
関して優れた指導力を持ち、最新の
科学技術等を踏まえ、児童生徒が興
味や関心を持てるような授業を行う
ことができる教員を養成する取組を
行っていくことが重要である。

340



113 研究成果最適展開支援事業

【概要】
　基礎研究から生み出された大学等
の有望な研究成果の産業界への円
滑な移転のため、事業化が可能な
水準まで開発を進めるための産学
共同研究等を支援。
　中小・ベンチャー企業に対する支
援、マッチングファンド形式（企業とＪ
ＳＴの折半）による支援など多様な形
態で切れ目ない研究開発支援を実
施する。

【必要性】
　大学等からの研究成果の創出は
着実に進展しているが、独創的な研
究成果の実用化に必要なリスクマ
ネー（研究開発資金）の供給は十分
ではなく、研究成果が十分に社会還
元されていない。
そのため、課題ごとに最適な支援計
画を設定し、効果的・効率的に実用
化に向けた研究開発を進めることが
できる本事業は必要である。

10,078 9,674

○１課題あたりの金額：10～400
百万円
　・うち間接経費：2～92百万円
○採択予定課題数：70程度

「地域科学技術施策の推進」を重点的
に推進すべき課題に掲げる資源配分方
針を受けて要求。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

103 理科教育等設備整備費補助

【概要】
学校教育における理科教育の振興
を図るため、理科教育振興法に基づ
き、公・私立の小・中・高等学校等の
設置者に対して、理科及び算数・数
学設備の整備に要する経費の一部
を補助する。
補助内容：理科設備、算数・数学設
備
補助の対象：公・私立の小学校、中
学校、高等学校、中等教育学校、特
別支援学校における理科教育設備
を整備するために必要な経費
補助率：１／２　（沖縄３／４）
補助事業者：地方公共団体、学校法
人

【必要性】
科学技術創造立国の実現を目指す
ためには、初等中等教育段階から次
代を担う子どもたちに観察・実験等
の体験的・問題解決的な学習等を通
じて、理数への興味・関心を高めるこ
とが重要である。
昨年３月に改訂された小学校及び中
学校の学習指導要領では、理科及
び算数・数学の各教科において、指
導内容が大幅に増加し、観察・実験
も充実される。また、本年３月には高
等学校の学習指導要領が改訂され
た。このため、各学校において整備
すべき設備も大幅に増加することに
なる。
各学校において、観察・実験を一層
充実させ、新学習指導要領に沿った
授業を行うことができるように、理
科、算数・数学設備の整備を促進す
る必要がある。

2,000 2,000
・理科教育設備整備費等補助
金：2,000百万円

小中高校における、より魅力ある理数
教育への改善を含め、科学技術人材の
育成強化を推進する資源配分方針を受
けて、昨年度予算と同額の要求とした。

初等中等教
育局教育課
程課

2,418

・１件当たり平均支援金額：25百
万円
うち間接経費：2百万円
・支援件数：95
・その他評価等経費：53百万円

「国際競争を勝ち抜ける高度産業人材
などの科学技術人材の育成強化」を推
進する資源配分方針を踏まえて要求。
厳しい財政状況を勘案し、平成22年度
においては、新規プログラムの採択は
実施せず、継続支援のみを実施。平成
19年度採択プログラムの終了に伴い要
求額減。

高等教育局
大学振興課

105
大学院教育改革推進事業（うち組織
的な大学院教育改革推進プログラ
ム）

【概要】
アカデミア・産業界など社会の先端
で活躍する、高度知的人材を養成す
るため、我が国の大学院教育の充
実・強化（組織的展開の強化）を図る
ための支援を行う。大学院の研究
科・専攻（修士課程又は博士課程）を
対象とし、支援期間は原則3年間。
平成22年度は、平成20、21年度に採
択済みの62大学95研究科・専攻に
対する継続支援を行う。

【必要性】
世界的に高度知識基盤社会化が進
む中、我が国の大学院教育に関し
て、中央教育審議会「新時代の大学
院教育」答申等において、学位取得
のためのプロセスが確立されていな
いこと、徒弟制的な教育に限界があ
ること等が指摘されており、大学院
教育の質の向上は急務。
本事業を通じて、大学院において組
織的な教育体制が確立され、社会
ニーズに適合した人材養成が進み
つつあり、博士課程修了者の就職率
が着実に向上（この2年で5.5％増）す
る等の成果も見られている。
大学院教育と社会ニーズとのミス
マッチを解消し、大学院教育の質を
高めるために、継続支援が必要。

5,746



115 先端研究施設共用促進事業

【概要】
　先端研究施設を保有する大学等に
対し、施設を外部利用に開放（共用）
するために必要な経費（運転経費、
技術指導研究員の配置に係る経費
等）を補助する。

【必要性】
　科学技術振興のための基盤である
大学等の先端研究施設は、その利
用に高度な知見が求められ、ニーズ
が潜在化している。科学技術活動全
般を高度化し、イノベーション加速・
拡大を図るとともに、我が国の研究
開発投資の効率化を図るためには、
それら施設の最大限の有効活用が
必要である。

1,691 1,498

○人件費：540百万円（１機関あ
たり3人）
○外部利用に必要な運転・維持
管理等経費:750百万円
○活動経費:180百万円
○その他事務経費等：28百万円

「地域科学技術施策の推進」を重点的
に推進すべき課題に掲げる資源配分方
針を受けて要求。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

114
産学イノベーション加速事業（うち、
戦略的イノベーション創出推進）

【概要】
JST戦略的創造研究推進事業等に
おける基礎的な研究成果の社会還
元を促進するため、これらの研究成
果を基に産学協働で大型かつ長期
的な研究開発を行い、新産業創出
の核となる新技術の確立を図る。

【必要性】
　一般に、ＪＳＴ戦略的創造研究推進
事業の基礎レベルの研究成果を基
に技術が確立され、イノベーションを
もたらすには長い期間を要するが、
国際競争が激化する中、特に有望な
研究成果については、早期の技術
確立を図り、イノベーション創出を加
速する必要がある。そのため、本事
業を実施することにより、基礎レベル
の技術シーズを迅速かつ円滑に新
技術確立に向け発展させる必要が
ある。

550 973

○１チームあたりの金額：350百
万円程度（初年度は半年分）
　・うち間接経費：80百万円程度
（初年度は半年分）
○採択予定テーマ数：１程度
（１研究開発テーマ当たり５程度
のチームを採択）

「革新的技術の推進」を重点的に推進
すべき課題に掲げる資源配分方針を受
けて要求。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

116 産学官連携戦略展開事業

【概要】
　産学官の協力の下、イノベーション
の創出を推進するため、大学等にお
いて戦略的な知的財産の創造・保
護・活用を図る環境を整備すること
により、産学官の連携強化を推進
し、知的財産立国の実現を図る。

【必要性】
　資源の乏しい我が国が厳しい国際
競争を勝ち抜いていくためには、大
学等で産まれた独創的な研究成果
を社会に還元していくことが必要で
ある。
　そのため、知的財産の創造・保護・
活用や民間企業ニーズに応え得る
戦略的共同研究を実施する等、大学
等が産学官連携活動を自立し実施
できる環境を整備することが必要で
ある。

2,967 2,881

○産学官連携戦略展開プログラ
ム：2,228百万円
【主な内訳】
・産学官連携活動を企画立案す
る人材の人件費：1,352百万円
・産学官連携活動に係る業務実
施費：876百万円

○コーディネートプログラム：638
百万円
【主な内訳】
・コーディネーターの人件費：438
百万円
・コーディネーター活動費：102百
万円
・コーディネーターネットワーク管
理費等：98百万円

○事務経費：15百万円

知的財産が適切に保護・活用される環
境の整備を推進する資源配分方針を踏
まえて要求。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

117 技術移転支援センター事業

【概要】
大学等の特許の海外出願支援、産
学のマッチング（企業のニーズと大
学の技術のすりあわせ）の場の提供
や基礎研究における知的財産開放
スキームの構築などの各種施策に
より、大学等の研究成果の企業への
技術移転や活用に対する専門的な
支援を行う。

【必要性】
我が国における特許のグローバル
出願率（特許出願のうち外国にも出
されているものの割合）は欧米に比
べ低い水準にあり、技術移転を受け
た企業が国際的に競争していく上で
マイナスとなるといった課題があり、
特許など知的財産の戦略的な創造
及びそれらの国際的規模での保護・
活用が必要である。

2,557 2,357

○大学等の海外特許出願経費
などの支援：1,914百万円
（特許関係経費（出願関係経
費、審査対応関連経費等））
○基礎研究における知的財産
開放スキームの構築：231百万
円
（科学技術コモンズ運営費、形
成促進費等）
○産学のマッチングなどによる
研究成果の展開推進：167百万
円
（大学見本市（会場費、広報費、
運営費等）、新技術説明会（会
場費、運営費等））
○技術移転業務を支援する人
材の育成プログラム：45百万円

知的財産が適切に保護・活用される環
境の整備を推進する資源配分方針を踏
まえて要求。

研究振興局
研究環境・産
業連携課

118 知的クラスター創成事業

【概要】
世界中からヒト・モノ・カネを惹きつ
け、世界を相手に勝負できる世界レ
ベルのクラスターを形成する。

【必要性】
地域の知の拠点である大学を中核と
して、地域の特色を活かした産学官
共同研究を推進するとともに、研究
成果の中堅・中小企業や社会への
展開等を図ることにより、科学技術を
活用した地域活性化を実現する。
従来型の公共事業依存型ではなく、
上記のような地域の多様性・独創性
を活用した科学技術駆動型の地域
活性化を図ることにより我が国全体
の科学技術の高度化・多様化を図る
必要がある。

8,930 7,942

【第Ⅱ期】
・１地域あたりの金額：500～800
百万円
・継続実施地域数：9地域

【グローバル拠点育成型】
・１地域あたりの金額：300～500
百万円
・継続実施地域数：4地域

地域科学技術を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

（対前年度減額の理由）
事業の見直し及び効率化等による減

科学技術・学
術政策局科
学技術・学術
戦略官付（地
域科学技術
担当）



119 都市エリア産学官連携促進事業

【概要】
小規模でも地域の特色を活かした強
みを持つクラスターを形成する。

【必要性】
地域の知の拠点である大学を中核と
して、地域の特色を活かした産学官
共同研究を推進するとともに、研究
成果の中堅・中小企業や社会への
展開等を図ることにより、科学技術を
活用した地域活性化を実現する。
従来型の公共事業依存型ではなく、
上記のような地域の多様性・独創性
を活用した科学技術駆動型の地域
活性化を図ることにより我が国全体
の科学技術の高度化・多様化を図る
必要がある。

4,500 3,500

【継続地域】
・１地域あたりの金額：一般型
100百万円、発展型　200百万円
・継続実施地域数：一般型　継
続10地域、発展型　継続10地域

【新規採択地域】
・１地域あたりの金額：100～200
百万円
・採択予定地域数：3～5地域

地域科学技術を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

（対前年度減額の理由）
事業の見直し及び効率化等による減

科学技術学
術政策局科
学技術学術
戦略官付（地
域科学技術
担当）

121
地域イノベーション創出総合支援事
業

【概要】
全国に展開しているJSTイノベーショ
ンプラザ及びサテライトを拠点とし
て、地域に密着したコーディネート活
動のもと、シーズの発掘から実用化
まで切れ目のない研究開発支援を
実施し、地域イノベーションの創出を
図る。

【必要性】
各地域の実情に通じるとともに、高
度な技術蓄積やコーディネート機能
を持つ全国各地のJSTイノベーショ
ンプラザ・サテライトを拠点として、地
域で発掘された技術を実用化まで
シームレスにつなぐ重要な施策であ
る。

11,593 10,923

○重点地域研究開発推進プロ
グラム：8,352百万円
・研究開発費（設備備品費等）、
事務費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ人件費、課題
公募費、課題評価費等）
○地域結集型研究開発プログラ
ム：1,647百万円
・研究開発費（設備備品費等）、
事務費（課題公募費、課題評価
費等）
○地域卓越研究者戦略的結集
プログラム：924百万円
・研究開発費（設備備品費等）、
事務費（課題公募費、課題評価
費等）

地域科学技術を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

（対前年度減額の理由）
事業の見直し及び効率化等による減

科学技術学
術政策局科
学技術学術
戦略官付（地
域科学技術
担当）

124 戦略的国際科学技術協力推進事業

【概要】
政府間協定や大臣会合での合意等
に基づき、文部科学省が特に重要な
ものとして設定した協力対象国・地
域と分野における国際共同研究・研
究交流を、相手国資金配分機関と合
同で選定し、対等な資金負担により
支援し、戦略的な国際科学技術協力
を推進。

【必要性】
単一国で解決できない課題の解決
や、国際連携による我が国の科学技
術力の強化に資する成果を得るた
めには、各国の政策動向をふまえ
て、戦略的に各国と連携して国際科
学技術協力を推進していく必要があ
る。また、これによって、大臣会合等
の政府間合意に機動的に応えること
が可能である。

1,568 1,645

【研究交流型】
・1課題あたりの金額： 5百万～
10百万円／年
・支援予定課題数： 228件
・研究集会等経費（旅費・滞在
費、会場費、本部経費等）：68百
万円

【共同研究型】(21年度～）
・1課題あたりの金額： 50百万～
100百万円／年
・支援予定課題数： 6件
・その他事務経費　23百万円

科学技術外交を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

（対前年度増額の理由）
共同研究型の新規課題採択（2件）等に
よる増

科学技術・学
術政策局
国際交流官
付

125
地球規模課題対応国際科学技術協
力事業

【概要】
我が国の優れた科学技術と ODAと
の連携により、アジア・アフリカ等の
開発途上国と環境・防災・感染症分
野等における科学技術協力を推進。
文部科学省、外務省、ODA支援機関
（JICA）等と連携し、我が国と開発途
上国との共同研究を推進。JSTが日
本側のプロジェクトの公募、運営、関
係者等の調整行い、開発途上国側
の研究者はODAの支援を受ける。

【必要性】
科学技術の活用による地球的・地域
的課題の解決や高度人材育成（科
学技術外交）は、一時的・短期的な
交流・協力を行うだけでは困難であ
り、現場での長期的な研究協力を通
じ、開発途上国が最終的に自らの科
学技術で課題に対応できる体制を構
築する必要がある。

1,154 2,127

・1課題あたりの金額： 38百万円
／年
・支援予定課題数： 52件
・その他事務経費：32百万円

科学技術外交を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

（対前年度増額の理由）
・課題単価増による増（平均32百万円
／年→平均38百万円／年）
・新規課題採択（20件）による増

科学技術・学
術政策局
国際交流官
付

126 海外特別研究員事業

【概要】
優れた若手研究者（常勤研究者、ポ
ストドクター）に、所定の資金（渡航
費、滞在費・研究活動費）を支給し、
海外における特定の大学等研究機
関において自らの研究計画に基づき
長期間（２年間）研究に専念できるよ
う支援。

【必要性】
我が国の学術の将来を担う国際的
視野に富む有能な研究者を養成・確
保するため、海外の大学等研究機
関で長期間研究に専念できるよう支
援する必要がある。

1,602 1,599

海外特別研究員を派遣するため
の経費
派遣者数：408人
【内訳】
・往復航空賃
・滞在費・研究活動費（派遣国に
よって異なる。年額約380万円～
520万円）

科学技術外交を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

科学技術・学
術政策局
国際交流官
付



127
若手研究者への国際研鑽機会の充
実

【概要】
我が国の若手研究者の育成のた
め、我が国の大学と海外の大学等と
の連携により若手研究者が海外に
おいて一定期間研究活動を行うため
の優れたプログラムの支援、我が国
と諸外国の若手研究者が分野横断
的な議論を行うシンポジウムの開
催、国際共同研究を通じた若手研究
者間のネットワーク構築、若手研究
者のリンダウ・ノーベル賞受賞者会
議への参加支援などを行う。

【必要性】
国際舞台で活躍できる我が国の若
手研究者を育成するため、若手研究
者やポストドクターの時期から国際
経験を積み、海外研究者と切磋琢磨
することを支援する必要がある。

740 690

・若手研究者インターナショナ
ル・トレーニング・プログラム：
449百万円
・若手研究者のリンダウ会議へ
の派遣推進事業：12百万円
・先端科学シンポジウム：58百万
円
・アジア学術セミナー：24百万円
・若手研究者国際交流促進事
業：82百万円
・先端研究事業による若手研究
者派遣：66百万円

科学技術外交を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

（対前年度減額の理由）
事業の見直し及び効率化等による減

科学技術・学
術政策局
国際交流官
付

128
外国人研究者招へい・ネットワーク
強化

【概要】
研究者のキャリアステージ、招へい
目的に応じた、外国人研究者招へい
のための多様なプログラムを実施す
る。同時に、外国人研究者招へい事
業経験者等を対象に、事業経験者
の組織化を図るとともに、再来日の
機会の提供などにより、我が国と諸
外国の研究者ネットワークの形成・
強化を図る。

【必要性】
優秀な頭脳の獲得競争が激化する
中、我が国が、世界中から優秀な外
国人が集まるハブとなることを目指
し、研究者ネットワークの発展・強化
を図る必要がある。

5,353 4,982

・外国人特別研究員：4,447百万
円
・外国人研究者招致事業：409百
万円
・研究者ネットワークの形成・強
化：84百万円
・研究者国際交流センター：42百
万円

科学技術外交を推進する資源配分方
針を受けて、引き続き当該事業を推進。

（対前年度減額の理由）
事業の見直し及び効率化等による減

科学技術・学
術政策局
国際交流官
付

913,495 914,831

※合計額については、一部に重複を含む。また、百万円単位で合計しており、四捨五入の関係から実際の合計額とは一致しない。
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